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第１ はじめに 

１ 原告らの主張と争点の整理 

⑴ 火山事象に係る争点の整理 

  火山事象に係る争点については、次の領域ⅠないしⅣの分類に応じて、争

点Ⅰ①ないし④、争点Ⅱ、争点Ⅲ①及び②、争点Ⅳ①及び②に整理できる（図

表１及び図表２）。なお、該当する準備書面のほか、新訴状にも記載がある。 

 立地評価に関する問題 影響評価に関する問題 

基準の不合理性 領域Ⅰ 領域Ⅲ 

基準適合判断の不合理性 領域Ⅱ 領域Ⅳ 

図表１ 火山事象に係る問題の整理 

 

領域 争点 概要 準備書面 

前提 

火山学の基礎知識 （155）（190）本書

面 

科学の不定性と司法判断のあり方 （182）（183） 

領域Ⅰ 

争点Ⅰ① 

立地評価が保守的なものになっていない

ことに関する基準の不合理性 

（137）（154）（162） 

（176）（184）（190） 

（195）（197） 

争点Ⅰ② 
巨大噴火とそれ以外を区別していること

に関する基準の不合理性 

（162）（176）（184） 

（195）（197） 

争点Ⅰ③ 
巨大噴火に至らない噴火の噴火規模に関

する基準の不合理性 

（176）（184）（195） 

（197） 

争点Ⅰ④ 
モニタリングの位置づけを修正したこと

に伴う基準の不合理性 

（137）（176）（184） 

（195）（197） 

領域Ⅱ 争点Ⅱ① 十和田カルデラ噴火（To-OF 及び To-H） （154）（199） 
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を考慮しないことの不合理性 

争点Ⅱ② 
運用期間について明確にしないことに関

する基準適合判断の不合理性 

（154）（176）（199） 

領域Ⅲ 

争点Ⅲ① 
巨大噴火に至らない噴火の噴火規模に関

する基準の不合理性 

（176）本書面 

争点Ⅲ② 
気中降下火砕物濃度の推定手法に関する

基準の不合理性 

（155）（176）本書

面 

争点Ⅲ③ 
気中降下火砕物濃度に関する設計基準の

不存在 

本書面 

領域Ⅳ 

争点Ⅳ① 
最大層厚の想定に関する基準適合判断の

不合理性 

（155） 

争点Ⅳ② 
気中降下火砕物濃度の推定手法に関する

基準適合判断の不合理性 

（155） 

図表２ 領域と争点の整理 

 

⑵ 原告らのこれまでの主張 

  原告ら準備書面（１９５）以前の書面の概要については、これまでの書面

の冒頭でも述べてきたとおりである。 

  準備書面（１９７）では、立地評価に関し、旧火山ガイドの策定経緯等に

照らして新火山ガイドが不合理であること（具体的審査基準の不合理性）等

を述べ、同（１９９）では、基準適合判断との関係で、巨大噴火のリスクを

無視することの不合理性等を述べ、被告準備書面⑺に対する反論等を行った。 

 

２ 本書面の目的 

  本書面では、火山影響評価のうち、影響評価（新火山ガイド５章）に関する

基準の不合理性（争点Ⅲ①②）に関する主張を補足し、被告準備書面⑻に対す
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る反論を行う。 

  また、争点Ⅲ（降下火砕物の影響評価に関する基準の不合理性）に関して、

被告は、準備書面⑻において、保安規定（変更）認可の段階において審査すべ

きものであって、本件変更許可処分との関係では違法事由とならないかのよう

に主張したことから、この点についても、新たに争点Ⅲ③として、主張反論を

行う。 

  争点Ⅲについては、これまでの主張として、準備書面（１５５）が２０１７

（平成２９）年１２月、準備書面（１７６）が２０２０（令和２）年９月と、

提出から相応の時間が経過したことから、重複を厭わず、改めて詳細に主張す

る。 

 

３ 本書面の概要（サマリー） 

⑴ まず、領域Ⅲ及び領域Ⅳで主として問題となる降下火砕物について、改め

てその特徴と原子力施設に対する影響を補充する。 

  降下火砕物の影響評価に過誤があった場合、長期の外部電源喪失、外部か

らのアクセス制限、非常用ＤＧの機能喪失、取水設備の機能喪失、中央制御

室等への降下火砕物の侵入、及び、コントロール建屋等への侵入と電装系へ

の付着による電気系・計装制御系の機能不全など、原発のさまざまな部位に

同時多発的に極めて深刻な機能喪失・機能不全が発生し、冷却機能を喪失し

てメルトダウン等の重大事故に至る危険がある（第２）。 

⑵ 争点Ⅲ③について、敷地にどのような（どの程度の）自然現象が到来する

かは設計の前提であり、想定される自然現象（想定濃度）の評価に誤りがあ

ることは、保安規定（変更）認可違反ではなく、事業指定（変更許可）違反

に該当し、本件処分の違法事由となる。これが保安規定（変更）許可のみに

関わる問題であるというのは、段階的規制の枠組みに反する。 

  また、現在の規制及び火山ガイドは、事業指定（変更許可）の段階で、実
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質的な設計基準としての気中降下火砕物濃度の設定を要求していない。要す

るに、設計基準の設定を放棄したものであって、基準の不存在・欠缺という

ほかない。さらに、現在の規制では、広い意味の設計条件として、火山灰が

原子力施設の敷地及び周辺全体に降り注いだ場合に、施設、設備及び装置類

にどのような不具合を与え、故障の原因となるかどうかが何も評価、検証さ

れていないに等しく、単に理論上問題がないことを確認しているに過ぎない。

本来、このような検証こそが安全確保の上で重要であり、これがなされるこ

とを予定していない基準は不合理である（以上、第３）。 

⑶ 争点Ⅲ①について、令和元年火山ガイドは、降下火砕物の影響評価に関し

て、火山自体の噴火可能性評価から、特定の噴火規模の火山事象の発生可能

性評価へと改悪された。これにより、従前よりも、大規模な噴火は発生しな

いという評価を導きやすくなった。本件との関係でいえば、十和田八戸テフ

ラ（To-HP）のような大規模な噴火だけは発生しない、と噴火規模を値切る

ことで、火山の影響を小さく評価できるようになった。その意味で、令和元

年火山ガイドは不合理性である。 

  また、現在の火山ガイドについて、被告は、立地評価と同様、巨大噴火に

ついてその発生可能性が十分小さいとされる場合に、巨大噴火には至らない

がこれに準ずる規模の噴火を考慮せず、最後の巨大噴火以降の最大の噴火規

模を考慮すればよいという定めになっていると主張するが、影響評価にその

ような記載は見られない。仮に、火山ガイドの解釈として被告の主張するよ

うに解する場合、上記のような巨大噴火に関する特別の規定が、社会通念を

根拠として定められたことに照らせば、巨大噴火に至らないがこれに準ずる

規模の噴火について除外する合理性はない。この点で、火山ガイドは不合理

である（以上、第４）。 

⑷ 争点Ⅲ②について、気中降下火砕物濃度に関する規制は、福島第一原発事

故後も極めて杜撰なものであり、原規委に審査能力がないことが露呈してい
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る。現在の火山ガイドでは、いわゆる「３．１の手法」と「３．２の手法」

のいずれか一方を考慮すれば足りることとなっているが、これらの手法には

大きな不確実性が存在し、これを上回る濃度にならないという保証は全くな

い。そもそも、推定に用いられるシミュレーションコードである Tephra2 に

は、将来の、VEI5 を超えるような大規模噴火の降灰量を評価予測するだけ

の精度、信頼度はない。また、圧密・風化、再飛散及び凝集といった現象が

考慮されておらず、事業者によるシミュレーションは、実際の降灰現象を全

く正確に再現できていない。 

  火山ガイドは、「３．１の手法」と「３．２の手法」のいずれか一方でよ

いという根拠として、３つの保守性があるという根拠を挙げているが、それ

らはいずれも保守性と呼べるものではない。降下火砕物検討チームにおいて

も、外部専門家から、いずれか一方でよいなどという意見は出されておらず、

専門家の意見を正しく踏まえたものでもない。 

  したがって、火山ガイドは、少なくとも「３．１の手法」と「３．２の手

法」のいずれか一方を考慮すればよいとしている点で不合理である（以上、

第５）。 

 

第２ 降下火砕物の特徴と原子力施設に対する影響 

１ 降下火砕物の特徴と被害の波及イメージ 

  降下火砕物の特徴等については、原告準備書面（１５５）の第２（５頁以下）

において主張しているところであるが、その後新しい証拠や知見も明らかにな

っているので、改めて補充する。 

  主張に当たっては、既出の証拠のほか、２０１８（平成３０）年１２月７日

に、内閣府の中央防災会議に設置された大規模噴火時の広域降灰対策検討ワー

キンググループ（主査は東京大学名誉教授の藤井敏嗣氏）が公表した「火山灰

の特徴について」という資料（甲Ｄ４２４）、２０１９（平成３１）年３月２
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２日に、同ワーキンググループが作成した「降灰による影響の想定の考え方（交

通分野）（案）」という資料（甲Ｄ４２５）、イギリスにおける火山規制の専

門家であるジョン・ラージ氏が川内原発に関して作成した「川内原発と火山灰

のリスク」という意見書（甲Ｄ４２６の１、２）等を適宜引用する。 

 

⑴ 降下火砕物の意義や特徴 

ア 降下火砕物の意義及び分類については、準備書面（１５５）の第２・１

項（５～６頁）でも触れているが、粒径によって火山岩塊、火山礫、火山

灰と分類される。 

  また、発泡による気孔を多く持つ白～淡灰色の粒子や破片は「軽石」と

呼ばれ、黒～濃灰色のものは「スコリア」と呼ばれる。 

  火山灰の形状としては、硬く角ばった形状をしているものが多いとされ

る（以上、図表１）。 

 

図表１ 火山灰の特徴‐粒径による分類等（甲Ｄ４２４・２頁） 
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  火山灰は、火山ガイド上、「爆発性破砕のさまざまなプロセスによって

生じる平均直径２㎜未満の火山岩の破片」と定義されている（火山ガイド

１．４⑻項）。 

  火山灰と降下火砕物は、厳密には異なる概念であるが、本件において原

子力施設に大きな影響を与え得るのは降下する火山灰であるため、本書面

においては、分かりやすさのために、「降下火砕物≒火山灰」として記載

することもある。 

イ 火山灰の密度は、乾燥状態で０．５～１．５〔g/㎤〕程度までと幅があ

り、独立行政法人産業技術総合研究所の須藤茂氏の研究では、１〔g/㎤〕

程度とされている（図表２）。 

 

図表２ 火山灰の密度と水を含んだ場合の影響（甲Ｄ４２４・５頁） 

 

  他方、湿潤状態では１．０～２．０〔g/㎤〕と重くなり、建物の屋根等
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により多くの負荷をかける。雪と比較して１０倍程度となり得、本件で問

題となる５５㎝の降灰は、積雪でいえば５ｍ５０㎝の重さと同程度に達す

る。 

  湿った火山灰は、固まってこびりつき、容易に除去できなくなる（甲Ｄ

４２４・５頁）。 

ウ 火山灰は、乾燥時には絶縁体であるが、水を含んで湿った状態になると、

導電性を持つことがある。そのため、湿った火山灰が電柱の碍子1等に付着

した場合、碍子部分の絶縁性が弱くなり、閃絡2等による停電などが起こる。 

エ 火山灰から硫化イオン（ＳＯ４
２－）が溶出すると、金属腐食を引き起こ

す。 

オ 火山灰の融点は約１０００度と、一般的な砂塵と比較して低い。航空機

のエンジンに火山灰が入ると、航空機用ガスタービンのエンジン燃焼度（１

４００度以上）で火山灰が溶融し、その後、冷えてタービンブレード等に

付着するため、エンジン停止など異常の原因となることが知られている。

非常用ディーゼル発電機（以下「非常用ＤＧ」という。）のエンジンでも

同様の現象が発生する可能性がある（以上、図表３）。 

 
1 碍子とは、電線とその支持物との間を絶縁するために用いる器具をいう。 
2 絶縁体の耐電圧を超えることで絶縁破壊し、火花や電弧が発生することをいう。電流が大地

に流れる現象を「地絡」といい、これらが停電の原因となる。 
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図表３ 火山灰の導電性、金属腐食性及び融点等（甲Ｄ４２４・６頁） 

 

⑵ 降灰のメカニズム 

ア 噴火が発生すると、火砕物は、まず火山ガスや高温の空気と混じって、

噴煙として立ち昇る。噴火と降灰のモデルとして標準的な重力流モデルに

よれば、噴煙は、この間、周囲の大気を巻き込みながら上昇するため、火

砕物は噴煙柱から離脱せず、大気と密度が平衡する高度まで上昇を続ける。

大規模噴火では、３０～４０㎞という高度にまで達するものがある。 

  大気と密度が平衡すると、噴煙はそれ以上上昇できなくなり、水平方向

へと傘状に拡がっていく（「傘型噴煙」ないし「傘型領域」と呼ばれる）。

この拡がりは、多少風の影響を受けるものの、ある程度同心円状に拡がる

ことが知られており、１９９１（平成２）年のピナツボ噴火では、約６０

㎞風上にまで傘型領域が拡がったことが、調査によって明らかになってい

る（図表４）。 
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図表４ 噴煙柱と傘型領域の模式図3 

 

イ 火砕物は、この傘型領域から、重力等の影響によって地上に降下する。

その際、粒径が大きく重い火砕物は噴煙柱から近い距離で降下するのに対

し、粒径が小さく軽い火砕物（隙間の大きい軽石片を含む）はより遠方ま

で運ばれることは、準備書面（１５５）でも述べたとおりである。 

ウ 大規模噴火による降灰は、風の影響を受けながらも、極めて広範囲に堆

積する。例えば、阿蘇４テフラ（Ａｓｏ４）は、北海道でも１５㎝ほどの

厚さで分布している場所があるし、約２万３０００年前に鹿児島県の姶良

カルデラから噴出した姶良Ｔｎテフラ（ＡＴ）は、東北地方で厚さ５㎝以

上の層をなしている。さらに、１０世紀に中国と北朝鮮の国境にある白頭

山で起こった破局的噴火の火山灰も、東北や北海道で見つかっている（こ

のような堆積物は「広域テフラ」と呼ばれ、海水面の上昇下降がいつ起こ

 
3 小屋口剛博、鈴木雄治郎、小園誠史「火山噴火のダイナミクス」日本流体力学会誌『なが

れ』３０巻３１７頁（２０１１年）より抜粋（３２０頁） 
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ったのかということや、活断層が動いて地震が発生した年代などを知る手

掛かりにもなる）。 

エ なお、火山灰層は、噴火直後に上から新しい地層が重なったような場所

（降灰当時の火山灰が比較的よく保存されている場所）であっても、上部

層の重みで圧縮されるため（圧密と呼ばれる）、一般的に、降灰当時の層

厚は、現在の層厚よりも２倍程度厚かったと考えられている。これについ

ては、準備書面（１７６）の第２・５項⑷（３３～３４頁）で述べたとお

りである。 

 

⑶ 降灰による環境等への一般的影響 

ア 降灰があった地域にどのような影響が生じるのかを検討するに当たり、

まず、降灰の実情を説明しておく。 

  火山灰には、前述したような特徴がみられ、湿り気を帯びると導電性を

持ったり、金属腐食性があったりするが、ここでは、降り積もった火山灰

がどのような特徴を有するのか述べる。 

降り積もった火山灰は、粒径によって特徴が異なる。細粒火山灰（シル

ト）では、水を含むと粘り気が出て、降雨後は固まり（こびりつきやすい）、

乾くと粉塵となるという厄介な性質を持っている（図表５）。粒径によっ

て、原子力施設のどのような部位にとって脅威となるかが異なるが、後述

するように、細粒火山灰は、本件で原告らが特に問題としている、電気系・

計装制御系、中央制御室の居住環境、非常用ＤＧの吸気系等に対して大き

な脅威となり得る。 
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図表５ 降り積もった火山灰の特徴（甲Ｄ４２４・４頁） 

 

イ 図表６は、火山からの距離と降灰の影響の模式図である。 

  火山の近傍に留まらず、中距離・遠距離の地点においても、停電や建造物

の損傷、水の入手が困難になりかねないこと、再飛散（再移動）による影響

の長期化などが指摘されている（図表６）。 

  また、一般論として、降灰影響は、他の分野へ波及することで被害が拡大

しやすい。特に、交通・電力・水道分野等で発生する被害が他分野に波及す

ると、日常生活や社会経済活動に大きな影響を生じるとされる。甲Ｄ４２５

号証では、主要なインフラ等における被害や影響の発生要因や相互イメージ

として、交通インフラ、建築物・施設設備、ライフラインという３つの分野

で発生する被害が、相互に波及して大きな影響になることが示されている（甲

Ｄ４２５・１頁、図表７）。 
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図表６ 火山からの距離と降灰の影響の模式図（甲Ｄ４２４・１２頁） 

 

図表７ 降灰による被害の波及イメージ（甲Ｄ４２５・１頁） 
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ウ 具体的な影響については、準備書面（１５５）の第２・２項⑴ないし⑷

（６～１１頁）で述べているが、気象庁の調査報告によると、基本的に、

１㎝に満たない降灰でも交通やライフラインに影響が出始め、１０㎝を超

えると、交通、ライフライン、産業及び健康等に対し極めて重大な影響が

生じ、社会・経済活動がほぼ不能となるとされている（図表８）。 

 

図表８ 降灰の厚さ・重さから見た分野別被害状況（甲Ｄ２３２・２頁上段に加筆） 

 

エ 特に、原発との関係では、道路、電力及び商業に対する被害が重要であ

る。 

  道路については、細かい火山灰は滑りやすく、とくに雨が降るとぬかる

み状態になり、スリップ事故が多発する。また、風や車によって巻き上げ

られ、空気中を漂う火山灰が視界を遮る。ヘッドライトをつけてもほとん
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ど効果はない。停電によって信号機は使い物にならなくなる。こうして、

すべての道路が完全にマヒしてしまうと予想される。 

  さらに雨が降ると傾斜地では泥流（ラハール）が発生し、道路は次々に

寸断されていく。復旧には相当な時聞がかかることになる。 

オ 電力に関し、湿った火山灰は、前述のとおり導電性があり、碍子の部分

で漏電が起きて停電を引き起こす。また、電線や電柱に積もった火山灰の

荷重により、同時多発的に送電線が切れたり、電柱が倒壊したりすること

が考えられる。 

  外部電源が喪失すると、非常用電源に頼らざるを得ないが、非常用ＤＧ

は、外から大量の空気を取り込んで燃料を燃やして発電しており、航空機

のエンジントラブルと同様、これが非常用ＤＧの機関内に侵入すれば故障

の原因となる。そうならないように、非常用ＤＧの空気取入口にはフィル

タが付いているが、空気中に浮遊する大量の火山灰を吸い込んで目詰まり

を起こし、すぐに使い物にならなくなることが予想される。 

  非常用電源の喪失が深刻な事態に直結することは福島第一原発事故の経

過から明らかである。 

カ 火山灰が製造業、商業、サービス業などさまざまな産業に与える影響に

ついては、計り知れないものがある。道路、鉄道、電気、水道などのライ

フラインの障害によって物資や人の供給が止まり、ほとんどの産業が操業・

営業不能に陥るであろう。 

  ここでは、コンピュータの障害について触れる。火山灰は静電気を帯び

ることがあるが、コンピュータなどの電子機器も静電気を発生するため、

室内に漂う細かい火山灰が空気の吸入口などからコンピュータや電子機器

の内部に侵入する。この火山灰が基板の上や電気回路に付着すると、コン
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

ピュータが誤作動を起こしたり故障したりする可能性がある
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

。 

キ このほか、健康障害として、火山灰はいわば細かな尖ったガラスの欠片
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であり、また、積もりたての火山灰の粒子の表面には硫酸や塩酸などの酸

性物質が付着しているため、こうした火山灰を吸い込むと、鼻やのどの炎

症を起こし、呼吸器疾患のある人は症状が悪化する。火山灰を長時間吸い

込むと、珪肺
けいはい

という病気の原因になることもある。さらに、目に入ると角

膜を傷つけ、角膜剥離や結膜炎を引き起こすため、高濃度下においてはゴ

ーグル等の装着が不可欠である。 

ク さらには、建物に対する影響として、前述したとおり、火山灰の密度は

雪の約１０倍であり、雨などの水を吸うと、約１．５倍の重さになる。古

い木造家屋や耐久性の低い建物は倒壊する危険性がある。 

  降下火砕物の荷重に対して、安全上重要な施設の建屋が健全性を保てる

かどうかは深刻な問題である。 

ケ 火山灰は、鉄道にとってもさまざまな面で障害となる。 

  架線に積もった火山灰は漏電や架線の切断の原因になり、停電によって

鉄道システム全体がダウンしてしまうにもかかわらず、ほとんどの鉄道会

社は火山灰対策をしていない。 

  また、火山灰が航空機に与える影響については、２０１０（平成２２）

年のアイスランドの噴火と、１９８２年のインドネシアの噴火が参考にな

る。アイスランドの噴火では、大量の火山灰が噴き上げられヨーロッパの

上空を広く覆ったため、約３０か国で空港が閉鎖され多くの便が欠航にな

るなど、一週間以上にわたって大きな混乱が生じた。その被害総額は、１

７億ドル（当時のレ－トで約１６００億円）に達したといわれている。 

  インドネシアの噴火では、ジャワ島上空で噴煙に巻き込まれたブリティ

ッシュ・エアウエイズのボーイング７４７型機のジェットエンジン４基全

てが停止したが、パイロットや機関士の懸命の努力でかろうじてエンジン

の再始動に成功し、無事帰還した。 

コ 浄水場に降り積もった火山灰は、沈殿池に堆積し、濾過用の砂などに付
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着して目詰まりを起こし、濾過ができなくなることが予想される。私たち

が利用する水道水の大半は川や湖の水を浄化処理しているが、取水口から

取り込むこれらの水にも大量の火山灰が含まれるため、長期にわたって取

水・濾過不能となり、浄水場は機能を発揮できなくなる。たとえ火山灰の

降灰がやんでも、あちらこちらでたびたび発生する泥流で、川や湖の水は

長期間濁り続けると思われる。 

サ 前述のとおり、大気中に噴き上げられて漂う火山灰は、静電気を帯びて

いる。静電気を帯びた火山灰は、電波障害を起こす。 

シ 火山灰による農作物や森林の被害については、今までにさまざまな報告

がある。 

  それによると、畑作物は２㎝、稲作はたった０．５㎜の降灰で一年間収

穫ができなくなる。１０㎝の降灰では、農地の生産が回復するまでに１０

年近い年月を要すると見込まれている。 

 

⑷ 原発に対する影響 

ア このように、降下火砕物による原発施設に対する影響は極めて多岐にわ

たり、そのいずれに対しても適切に対応することには多くの問題がある。

原告らが特に問題とする点は、このうち、外気取入口からの火山灰の侵入

に対して、換気空調系のフィルタが目詰まりなどによって有効に機能せず、

①侵入した降下火砕物が電気系・計装制御系に付着して機能喪失を起こす

点、②中央制御室の居住環境に悪影響が出る点、③非常用ＤＧの吸気フィ

ルタの目詰まりにより同発電機が機能喪失する点、④同吸気フィルタを潜

り抜けて侵入した降下火砕物によって、非常用ＤＧが閉塞、摩耗等を起こ

して機能喪失する点、⑤長期の外部電源喪失及びアクセス障害の点である。 

  特に、③ないし⑤の点に関し、外部電源が喪失すれば、基本的に、非常

用電源によって冷却機能を維持することになるが、非常用ＤＧが正常に機
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能することは冷却維持にとって文字どおり命綱となる。しかし、火山灰な

どの降下火砕物により、この非常用ＤＧの吸気フィルタが目詰まりを起こ

し、あるいは、発電機内に侵入して閉塞・摩耗させることにより、機能の

喪失を起こす可能性がある。 

  また、他方で、火山灰などの降下火砕物は、原発敷地における最大層厚

がどの程度であるか（降下した絶対量）だけでなく、その大気中濃度が大

きければ大きい（短期間に集中して降下する）ほど、目詰まりや機器の損

傷を起こしやすく、機器等に大きな影響を与える。従って、火山灰の侵入

による影響を判断するためには、敷地にどの程度の濃度の火山灰が到来す

るかという検討・想定が不可欠となる。 

イ 原子力施設における降下火砕物の影響については、古儀君男『火山と原

発‐最悪のシナリオを考える』（甲Ｄ３４５）の４０～５５頁に詳しいの

で、証拠に当たっていただきたい。 

ウ 加えて、川内原発の仮処分において住民側が証拠提出したジョン・ラー

ジ氏の意見書にも、原子力施設が受ける降下火砕物の影響について詳述さ

れている（甲Ｄ４２６の１及び２）。 

  ジョン・ラージ氏は、若くして英国原子力機関で研究を行い、イギリス

エネルギー庁における原子力問題に関する顧問をしていた時期もある、原

子力技術や規制に関する専門家である。国際原子力機関（ＩＡＥＡ）に招

聘されて中国や韓国における原子力利用に助言を行ったりもしている。ラ

ージ氏の作成した意見書の原文が甲Ｄ４２６号証の１であり、そのうち、

サマリー、パート１、パート４及びパート５について翻訳したものが甲Ｄ

４２６号証の２である。 

  このうち、特にパート４において、降下火砕物によって原子力施設がど

のような影響を受けるのか、技術者としての専門的見解を示している。例

えば、拡散モデルである Tephra2 について、複雑なプロセス全てを具体的・
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総合的に表すものでないことから生じる本質的な限界があり、火山灰の堆

積した場所と量などについて正確に表せない可能性があること（１３頁）、

一般に、降灰当時の層厚は圧密後の層厚の２倍以上と考えられていること

（１４頁）などのほか、降灰によって原子力施設の様々な箇所に問題が発

生する可能性があること及びその具体的機序が記されている。 

 

⑸ 原発が稼働しているかどうかが決定的に重要となること 

  以上見たとおり、厚さ１０㎝程度の火山灰が降灰しただけで、市民生活は

壊滅的な打撃を受け、産業活動は停止に至ることが分かる。その５倍超にあ

たる５５㎝の降灰があれば、人が車で移動することもできなくなる。食料や

水、物資の不足による飢餓、健康障害、多発する泥流や洪水などによって、

被災地域の住民の大半が、一時的に生存の危機に立たされるであろう。 

  もっとも、火山事象による影響下に原子力施設がなければ（あるいは施設

が稼働していなければ）、それは深刻ではあるものの復旧・復興が可能な自

然災害にすぎない。しかし、その被災地域に原子力施設が位置し、その燃料

等の冷却ができなくなり、燃料溶融と放射能拡散が起きたとすれば、火山災

害と重畳して、福島第一原発事故すら比較にならないほどの甚大な放射能災

害が広範な地域を襲うこととなる。多くの人々が火山災害を免れたとしても、

荒廃した国土で生活を営むことは困難となるであろう。また、復旧・復興も

半永久的に困難となり、わが国は、文字どおり国土の一部を失う。大火山災

害が起きたときに原子力施設が稼働しているか否かによって、住民の、そし

てわが国の未来は決定的に異なるものとなる。 

 

２ 長期の外部電源喪失と復旧の困難性 

⑴ 外部電源喪失と基準との関係 

  降下火砕物の影響評価に関する令和元年火山ガイド（令和元年１２月改正）
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は、降下火砕物の間接的影響として、５．１項⑴(b)において、「広範囲な送

電網の損傷による長期の外部電源喪失」や「原子力発電所へのアクセス制限

事象」を考慮する必要があるとされている（甲Ｄ３３８・１２頁）。 

  そして、同項⑶(b)において、間接的影響の確認事項として、「原子力発電

所外での影響（長期間の外部電源の喪失及び交通の途絶）を考慮し、燃料油

等の備蓄及び外部からの支援等により、原子炉及び使用済燃料プールの安全

性を損なわないように対応が取れること」が挙げられている（甲Ｄ３３８・

１２頁）。 

  そのため、この間接的影響について十分な検討・確認がされていない場合

には、原告らの生命、身体を害する危険が生じ、基準適合判断（ないし基準

適合評価）に看過し難い過誤・欠落が存在することになる。 

 

⑵ 外部電源喪失を想定しなければならないこと 

ア 前記１⑴のとおり、降下火砕物は、水を含んで湿った状態になると、導

電性を持つため、漏電が起きて停電を引き起こす。 

  この停電は、広範囲にわたって同時多発的に発生するため、複数の外部

電源経路を準備していたとしても意味がない。 

  降雨時には、わずか１㎝の降灰で相当範囲に停電が発生するとされる。

１９８０（昭和５５）年のセントヘレンズ噴火では、１．３㎝の降灰で５

つのトランスが故障し、２本の電柱が火災を起こした例が報告されている

（甲Ｄ２３２・４頁）。 

イ また、湿った火山灰は比重が重く、荷重に対して、送電線の切断や電柱

の倒壊も考えられる。 

  古儀君男『火山と原発』によれば、「電線や電柱に積もった火山灰、特

に水を含んだ火山灰はとても重いため、あちらこちらで送電線が切れたり、

電柱が倒壊したりすることが考えられます」とされている。原発に電気を
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送る発電所（火力発電所等）自体が機能喪失する可能性もある（甲Ｄ３４

５・４７～４８頁）。 

  前述のセントヘレンズ噴火では、７．５㎝の降灰で、機械に積もった灰

を取り除くために６～８時間の停電が発生したとの記録がある（甲Ｄ２３

２・４頁）。 

  本件では、５５㎝の降灰が想定されているから、荷重による送電線の切

断や電柱の倒壊が広範囲・多数個所で発生する可能性は十分に存在する。 

ウ このように、５５㎝もの降灰時には、漏電や荷重などの原因によって、

広範囲で停電が発生し、外部電源は喪失する可能性がある。大規模な外部

電源喪失が発生することを当然の前提とした安全確保策が講じられなけれ

ばならない。 

 

⑶ 長期間の外部電源喪失を前提とすべきこと（復旧の困難性） 

ア また、外部電源の喪失は、復旧までに相当長期間を要することが容易に

想定される（火山ガイドでも「長期間の
、、、、

外部電源の喪失」を考慮しなけれ

ばならないとされている）。 

  甲Ｄ２３２号証のセントヘレンズ噴火で示された例は、いずれも停電時

間は「短時間」であるとか「６～８時間」とされているが、これらは降灰

量が少ない場合の例であり、５５㎝の降灰があった場合には、それよりも

長期間にわたって停電することが十分に考えられる。 

イ 復旧作業としては、電柱や碍子その他の装置に付着した灰や、送電線に

付着した灰を払い落とし、洗浄し（湿った火山灰はこびりつきやすく、簡

単には払い落とせなくなる）、倒壊した電柱、切断した送電線については

設置し直す必要があり、これには、エア・コンプレッサーや給水車を用い

たり、大型の自動車によって電柱を運んだりする必要がある。 

ウ 復旧作業を困難にさせる原因の一つは、前述のとおり、降灰が広範囲に
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わたるため、同時に多数の場所で故障が起こり、復旧を要する箇所が多数

にわたることである。 

  また、復旧作業には、復旧を要する地点まで上記機械等を運ぶ必要があ

るが、そこまでのアクセス障害が発生する。次項で述べるように、火山灰

が水分を含むと粘り気が生じ、スリップやスタックを起こして道路は通行

不能となるため、まずは道路上の灰を取り除かなければならない。エンジ

ンが閉塞・摩耗、焼付・固着等によって故障する可能性も高い。 

エ 噴火による降灰が収まったとしても、一度降下した火山灰は、風等によ

って再飛散する可能性があり、作業はいっそう困難となる。 

オ このように、本件で想定されているような５５㎝もの降灰があると、復

旧についても相当長期間を要することが推測され、その間、原子力施設で

は、外部電源に頼らずに冷却機能を維持しなければ、再処理工程における

冷却機能が失われたり、使用済み燃料プールや高レベル廃液の貯蔵タンク

における冷却機能が失われたりして、燃料等のメルトダウンや損傷、放射

性物質を含む液体の大量気化・拡散など大事故に至る。 

 

３ 外部からのアクセス制限事象の発生及び復旧の困難性 

⑴ 外部からのアクセス制限事象の発生と基準との関係 

  前述のとおり、外部からのアクセス制限事象の発生は火山ガイド上間接的

影響として明記され、長期間の交通の途絶を前提に原子炉及び使用済核燃料

プールの安全を損なわないように対応が採れることが確認事項とされている

（５．１項⑴(b)、同項⑶(b)。甲Ｄ３３８・１２頁）。 

  この点についても、十分な検討・確認がなされていなければ、基準適合判

断（ないし基準適合評価）に看過し難い過誤・欠落が存在することになる。 
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⑵ 外部からのアクセス制限事象の発生を想定しなければならないこと 

  古儀君男『火山と原発』によれば、細かい火山灰は滑りやすく、特に雨が

降るとぬかるみ状態になり、スリップやスタックを起こす。また、火山灰は

風や車によって巻き上げられ（再飛散）、視界を遮る。ヘッドライトをつけ

てもほとんど効果はない。停電によって信号機は使い物にならなくなる。こ

うして、すべての道路が完全にマヒしてしまうと予想される。 

  さらに雨が降ると傾斜地では泥流が発生し、道路は次々に寸断されていく。

復旧には相当な時間がかかることになる（甲Ｄ３４５・４５頁）。 

  甲Ｄ２３２号証によれば、５㎝の降灰（降雨時には５㎜の降灰）で道路が

通行不能となるとされる。本件で想定されている５５㎝という大量の降灰が

った場合に最も恐ろしいのは火山灰の泥流（ラハール）であり、各所で道路

が寸断されるだけでなく、大量の火山灰が排水を妨げて洪水を引き起こす可

能性も大きい。 

 

⑶ 長期間の交通途絶を前提とすべきこと（復旧の困難性） 

ア 火山ガイドは、長期間の交通の途絶を前提に、「外部からの支援等」に

よって原子炉等の安全を損なわないように対応が採れることを要求してい

るが、交通が途絶した状態では、外部からの支援等を受けられない前提で

の対策が必要である。 

イ 陸路以外も、例えばヘリコプターによる輸送は、空気中に残った微細粒

子によってエンジントラブルを起こす可能性もあるし、離着陸時に、大量

の降下火砕物を巻き上げるため、視界不良となって墜落の危険が高まる。

ジョン・ラージ氏も、「空の輸送手段、特にヘリコプターは空気が運ぶ灰

がガスタービンのコンポーネントに悪影響を及ぼすため飛べなくなる恐れ

がある」と指摘している（甲Ｄ４２６の２・２２頁）。 

  なお、２０１４（平成２６）年の御嶽山噴火の際は、自衛隊のヘリコプ
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ターによる救助が行われたが、極めてリスクの大きい任務であった。火山

灰のガラスや鉱物は非常に硬いため、コックピットの窓ガラスに当たると

ヤスリのように働き、細かい傷をつけ、透明だった窓ガラスが曇りガラス

のようになって視界が利かなくなることも指摘されている（甲Ｄ３４５・

４６～４７頁、甲Ｄ４２６の２・２１～２２頁）。 

  このように、ヘリコプターによる輸送には相当の危険が伴うため、実行

不可能な場合も多い。 

ウ 水路についても、降灰中は視程が低下して航行できず、降灰後も水面に

降下火砕物が浮遊していると冷却水管の目詰まりを起こす。エンジンフィ

ルタの目詰まりや可動部分の摩耗なども懸念されている（甲Ｄ４２５・１

５頁）。 

 

４ 非常用ＤＧの機能喪失 

⑴ 令和元年火山ガイドが要求する確認事項 

  令和元年火山ガイド５．１項⑴(a)には、降下火砕物の直接的影響として、

「原子力発電所の構造物への静的負荷、粒子の衝突、水循環系の閉塞及びそ

の内部における摩耗、換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的及び化

学的影響、並びに原子力発電所周辺の大気汚染等の影響」が挙げられている

（甲Ｄ３３８・１１～１２頁）。 

  そして、同項⑶(a)において、直接的影響の確認事項として、 

① 降下火砕物堆積荷重に対して、安全機能を有する構築物、系統及び機器の健

全性が維持されること。 

② 降下火砕物により、取水設備、原子炉補機冷却海水系統、格納容器ベント設

備等の安全上重要な設備が閉塞等によりその機能を喪失しないこと。 

③ 外気取入口からの火山灰の侵入により、換気空調系統のフィルタの目詰まり、

非常用ディーゼル発電機の損傷等による系統・機器の機能喪失がなく、加えて
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中央制御室における居住環境を維持すること。 

④ 必要に応じて、原子力発電所内の構築物、系統及び機器における降下火砕物

の除去等の対応が取れること。 

 が挙げられている（甲Ｄ３３８・１２頁）。 

  そのため、これらの点について十分な検討・確認がされていない場合には、

それだけで基準適合判断（ないし基準適合評価）に過誤・欠落が存在するこ

とになる。 

 

⑵ 非常用ディーゼル発電機の構造 

ア これらのうち、まず問題となるのが、これまで中心的に主張してきた③

非常用ＤＧの損傷等による系統・機器の機能喪失であり、これらの機能喪

失が起こらない基本設計が採用されていることは、事業変更許可審査にお

ける評価事項である。 

イ 非常用ＤＧは、ディーゼルエンジンを利用した発電機である。ディーゼ

ルエンジンの作動原理について、日本船舶機関整備協会作成の２級舶用機

関整備士指導書によれば、ディーゼルエンジンは、主に４つの行程（スト

ローク）で運動エネルギーを得ている（甲Ｄ４２７・図表９）。 

  まず、①吸気行程で（図表９の一番左の行程）、ピストンが下がり、排

気弁（右側の弁）が閉じて吸気弁（左側の弁）が開き、燃料室内（シリン

ダ内）に空気が入る。燃焼のためには最低限必要な空気量が決まっており、

空気がなければディーゼルエンジンは作動しない。 

  次に、②圧縮行程で（図表９の左から２番目の行程）、ピストンが押し

上がって空気が圧縮される。圧縮された空気は６００℃以上の高温になる

といわれる。 

  その次が③膨張行程で（図表９の左から３番目の行程）、圧縮された空

気に霧状の燃料が噴射され、燃料微粒子が圧縮熱のために気化・自然着火
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して燃焼し、圧力と温度がさらに上昇する。瞬間最高温度は２０００℃と

もいわれる。圧力がかかることで、ピストンを押し下げてクランク軸を回

転させる。熱エネルギーが運動エネルギーに変換されたことになる。 

  最後に、④排気行程で（図表９の一番右の行程）、ピストンが押し上が

るとともに排気弁が開き、燃焼ガスが排出される。排気行程の後は、吸気

行程が繰り返されていく（以上、甲Ｄ４２７）。 

 

図表９ ディーゼルエンジンの仕組み（甲Ｄ４２７） 

 

ウ このようにして、クランク軸に伝えられた運動エネルギーは、オルタネ

ーターと呼ばれる装置で電気エネルギーに変換される。 

 

⑶ フィルタが目詰まりすると、非常用ＤＧが機能喪失すること 

ア それでは、降灰があった場合に、非常用ＤＧにどのような不具合が発生

するか。 

  前述のとおり、非常用ＤＧは、外部から酸素を取り込みシリンダ内でこ

れと燃料を爆発させて発電を行うが、外部から酸素を取り込む段階で、降

下火砕物が非常用ＤＧ機関内に侵入しないようにフィルタが設置されるの



- 33 - 

が一般である。 

イ このうち、直接外気と触れているフィルタが目詰まりを起こせば、非常

用ＤＧ機関内にうまく酸素を給気することができず、不完全燃焼により非

常用ＤＧが機能喪失することになる。一般に、このような目詰まりは、吸

気フィルタの交換によって防止するという仕組みが採用されることが多い

が、交換には相応の時間を要するため、交換が間に合わなければやはり非

常用ＤＧは機能喪失する。 

  ジョン・ラージ氏も、「車が故障したり、道路が通行不可能だったりし

て、スタッフと緊急対応要員は原発まで来る手段がなくなるかもしれない。

更には、専門的な緊急対応要員が他でのタスクを優先されるかもしれない。

炉の運転と安全担当の修理保安担当者は、呼吸困難と視力不全のために業

務を行えないかもしれない」といった問題点を指摘している（甲Ｄ４２６

の２・２２頁）。 

 

⑷ 降下火砕物が非常用ＤＧ機関内に侵入すると摩耗を引き起こすこと 

ア フィルタが目詰まりを起こさないとしても、フィルタの性能として、降

下火砕物粒子を全て捕捉することはできない。フィルタのメッシュよりも

細かい降下火砕物粒子は、フィルタの目詰まりの如何にかかわらず、フィ

ルタを通過して非常用ＤＧ機関内に侵入することになる。 

  濃度想定が過小な場合、実際に機関内に侵入する降下火砕物の量は想定

よりも多くなるから、これにより、非常用ＤＧ機関内で降下火砕物が部材

を摩耗し、機能喪失に至る可能性が高まる。 

イ 降下火砕物の微粒子は、図表１０のとおり、非常に尖った、刺だらけの

引っかかりやすい形状をしており、形状由来の摩耗能力が高い。 
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図表１０ 降下火砕物粒子の形状 

 

ウ そして、このような降下火砕物が非常用ＤＧ機関内に侵入すると、シリ

ンダの部材である特殊鋳鉄を引っ掻いて摩耗させる。 

  降下火砕物の硬度は、モース硬度（引っ掻きに対する硬さを表す硬度）

で５とされているのに対し、シリンダ等の部材である特殊鋳鉄はブルネル

硬さ（押し込みに対する硬さの一種）で２３０とされている。 

  図表１１は、approximate comparison of hardnes scales、すなわち各種

の硬度系のおおよその比較表であるが、モース硬度５はブリネル硬さ２３

０よりも硬い可能性があることが分かる。 

  もちろん、引っ掻きに対する硬さと押し込みに対する硬さを単純に比較

はできないものの、このような可能性が存在する以上、万が一にも深刻な

災害起こしてはならない事業者としては、実験・実証を行って本当に摩耗

による機能喪失が起こらないのか確認すべきであるのに、参加人はこのよ

うな確認を行っていない。到底安全側に立った評価とはいえない。 
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図表１１ モース硬度とブリネル硬さの比較表 

 

エ この点に関して、降下火砕物検討チーム第３回会合において、訴外電源

開発株式会社の岩田吉左・室長代理から、「火山灰は、砂と比較して倍以

上もろいから、あまり影響はないだろうと整理している」という発言があ
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ったのに対し、石渡委員は、「シラスというのは、あれは約３万年ぐらい

前に噴出したもので、どこからとったかにもよりますが、かなり風化して

います。あれはガラスが主体ですね。ところが、火山灰というのは、これ

は、給源の火山のマグマの性質とか、あるいは、風の具合とかによって、

ガラスが主体の灰が降ってくることもありますし、結晶が主体の灰が降っ

てくることもあります、クリスタルタフ（アッシュ）というんですね。何

が降ってくるかというのは、その時の状況とか火山によって大分違うんで

すよね。結晶が降ってくる灰の場合は、これはまさに、一番硬い砂に相当

するようなものが降ってくるわけですね。ですから、必ずしもこれは、も

しシラスのデータだけで言っているとすれば、これはそういう一つの例と

してそういう場合があるという話で、火山灰一般の話とは違うと思うんで

すね。そこのところはやはり、これはもうちょっと、もし一つのデータだ

けで言っているとすれば、これはちょっとデータが不足なのではないかな

という気がする」と発言している（甲Ｄ４３０・２２頁）。 

  安易に摩耗することはないと評価するのは、安全を軽視した恣意的な評

価といわざるを得ない。 

 

⑸ さらに、閉塞・焼付・固着を引き起こすこと 

ア フィルタを通過して非常用ＤＧ機関内に侵入した降下火砕物は、摩耗に

よる機能喪失以外にも、閉塞・焼付・固着によって非常用ＤＧの機能喪失

を引き起こす可能性がある。 

イ まず、非常用ＤＧ機関内に侵入した降下火砕物は、シリンダライナとピ

ストンリングの間隙（図表１２右の○Ｃ）や、ピストンリング溝とピストン

リングそのものとの間隙（サイドクリヤランス。図表１２右の○Ａなど）な

どに侵入してこれを閉塞させることがある。 
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図表１２ ピストンの形状4とピストンリング5 

 

ウ サイドクリヤランスは、間隙の幅が小さいと、シリンダライナとピスト

ンが固着するリスクがあり、これによりディーゼルが故障する。逆に、サ

イドクリヤランスの間隙の幅が大きいと気密封止が損なわれる。そこで、

サイドクリヤランスは、新品時においても、０．１mm ないし数十㎛以上の

間隙となっている。サイドクリヤランスの摩耗限界設定値（それ以上にな

らないように整備する限界値）は、最大０．３mm 程度になり得るため、降

下火砕物がサイドクリヤランスに侵入する可能性は高く、閉塞につながり

得る。 

エ さらに、機関内に侵入した降下火砕物は、非常用ＤＧ機関内部の焼付・

固着を引き起こす。 

  すなわち、非常用ＤＧ機関は、圧縮工程において、１４００℃以上とな

り、瞬間的には２０００℃にも達するとされるが（甲Ｄ４２７）、機関内

 
4 長谷川静音著「舶用ディーゼル機関教範 改訂１０版」（平成２２年）１６３頁及び１８１

頁から引用。 
5 図表１２右図の左側がシリンダライナであり、右側の凹型の部分がピストン（ピストンリン

グ溝）である。中央の四角い斜線部分がピストンリングである。 
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に侵入した降下火砕物の融点は約１０００℃であり、溶融してしまうこと

は十分に起こり得る（図表３、甲Ｄ４２４）。 

  一度溶融した降下火砕物は、機関内の温度低下等により、再び凝固して

機関内で固着する。特に、ピストンリングが焼付き、ピストンが固着する

と、熱エネルギーを運動エネルギーに変換することができなくなり、非常

用ＤＧは機能喪失する。 

 

⑹ 非常用ＤＧ自体の空冷も必要となること 

  さらに、非常用ＤＧ自体も高温になるため、一般的に、ファンで送風する

ことによりエンジンを冷却している。そのため、非常用ＤＧを設置している

部屋の換気口フィルタが目詰まりを起こすと、エンジンの空冷ができなくな

ってオーバーヒートする可能性がある（甲Ｄ４２６の２・１９頁以下参照）。 

 

⑺ 小括 

  このように、参加人の想定を上回る濃度の降下火砕物が本件施設に到来す

ることにより、非常用ＤＧが機能喪失する可能性が否定できない。ジョン・

ラージ氏は、「フィルタへの灰の堆積は、不完全燃焼や室冷却通気が不十分

なため、非常用ディーゼル発電機の共通原因故障（コモンモード）につなが

る」と指摘している（甲Ｄ４２６の２・２０頁）。 

  そして、非常用ＤＧは外部電源を喪失した場合の冷却機能維持のための要

であり、非常用ＤＧが機能喪失すると、施設全体の冷却機能が維持できなく

なる危険が格段に増大する。 

 

５ 中央制御室等への侵入（換気系） 

⑴ 中央制御室等への侵入と基準との関係 

  前述したとおり、令和元年火山ガイド５．１項⑶(a)③には、「外気取入口
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からの火山灰の侵入により、換気空調系統のフィルタの目詰まり、非常用デ

ィーゼル発電機の損傷等による系統・機器の機能喪失がなく、加えて中央制

御室における居住環境を維持すること」を確認することが記されている（甲

Ｄ３３８・１２頁）。 

  そのため、「中央制御室における居住環境の維持」について十分な検討・

確認がされていない場合には、それだけで基準適合判断（ないし基準適合評

価）に過誤・欠落が存在することになる。 

 

⑵ 降下火砕物の中央制御室等への侵入の危険性 

ア ジョン・ラージ氏は、建屋の換気及び浄化システムの問題を指摘してい

る。同氏によれば、「火山灰降下時には、灰を含んだ大気が換気及び浄化

システムに吸い込まれ、ダウンストリームのフィルタや部品が危険な状態

になる。特にファウリング6や焼き付きの危険があるのが、最大毎分３３、

０００立方フィートを処理する建屋の排気ファンである」とする（甲Ｄ４

２６の２・１８頁）。 

  これらは加圧型原子炉（ＰＷＲ）である川内原発に関する記述であるが、

本件施設にも妥当する。 

イ そのため、中央制御室内にいる人間がこれを吸い込むと、鼻やのどの炎

症を起こし、呼吸器疾患のある人は症状が悪化し、長時間吸い込むと、火

山灰に含まれる結晶シリカが、珪肺という病気の原因になることもある。 

  また、火山灰が目に入った場合、角の尖った火山灰が目の角膜を傷つけ、

角膜剥離や結膜炎を引き起こす（以上、甲Ｄ３４５・４４～４５頁）。 

  降灰時には、中央制御室を含む建屋内の人員といえども、防護メガネ及

び防護マスクの着用が必須となる。 

 
6 フィルタ表面や細孔内に微細粒子が付着・堆積する現象である。要するに、フィルタの目詰

まりをいう。 
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ウ なお、ジョン・ラージ氏によれば、火山灰の降下でエアフィルタが目詰

まりを起こすという一般的所見はあるが、原子力施設の特定機能を阻害す

るようなブロッケージ（閉塞効果）がどれだけ速く、どの程度起こるかと

いう情報やデータは少ないとのことであり（の２・１９頁）、この点に関

する科学的知見も不定性の大きい部分というべきである。 

  だからこそ、十分なデータ収集や実験等も行わないまま、安易に机上の

論理だけで原子力施設が安全であるなどと判断することは許されない。不

定性がマイナス方向に発現しても安全上支障がないように、十分なデータ

収集や実験が行われたうえで保守的な評価がなされなければならない。 

 

６ コントロール建屋等への侵入と電装系への付着（電気系・計装制御系） 

⑴ 電装系への付着と基準との関係 

  前述したとおり、令和元年火山ガイド５．１項⑶(a)④には、「必要に応じ

て、原子力発電所内の構築物、系統及び機器における降下火砕物の除去等の

対応が取れること」を確認することが記されている（甲Ｄ３３８・１２頁）。 

  そのため、原子力施設内の電気系統や計装制御系の機能維持について十分

な検討・確認がされていない場合には、それだけで基準適合判断（ないし基

準適合評価）に過誤・欠落が存在することになる。 

 

⑵ 電装系への付着による制御不能の危険 

ア 古儀君男『火山と原発』によれば、「細かい火山灰がコンピュータや電

子機器に侵入すると、誤作動や故障を引き起こす」という。そして、「中

央制御室とコンピュータシステムに異常が発生すれば、たとえ原子炉の健

全性が保たれていても手動には限界があり、やがて制御不能となり、過酷

事故に発展する可能性が高まります」と指摘している（甲Ｄ３４５・５３

頁）。 
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  また、「電子機器の内部に侵入した火山灰は誤作動や故障の原因となり

ます。原子炉の中央制御室をはじめ、原子炉建屋などあらゆるところにコ

ンピュータや電子機器は使われており、これらが故障すれば原子炉は制御

不能に陥るでしょう」とも指摘する（甲Ｄ３４５・５７頁）。 

イ ジョン・ラージ氏も、原子炉建屋内の精密機械や電子機器への影響を懸

念している（甲Ｄ４２６の２・１８頁）。 

  また、同じく川内原発に関する福岡高裁宮崎支部即時抗告審において証

拠提出された原子力コンサルタントの佐藤暁氏のプレゼン資料によれば、

「電気品室、中央制御室内の電気・電子装置、コンピュータなどの内部に

火山灰が入り込み、付着することによる影響（蓄熱、ブレーカー、リレー

の動作不良、摺動部の摩耗、摩擦の増加）による故障が、時間の経過とと

もに急増する可能性がある。これは、脅威のレベルとして重要な「共通起

因事象」として分類されるべきである」と述べている。 

  そして、「当初の設計条件として見込まれていない高濃度の火山灰は、

これらの機器に対して未知の環境であり、安全上担保される機器に対して

は、新たな環境試験が実施されなければならない」と述べる（甲Ｄ４２８・

４０頁）。保守的な環境試験等によって安全が確認できない以上、安全が

確保されたと評価することは許されない。 

  これらの指摘は、いずれも本件施設にも妥当する。 

ウ 前述したとおり、降下火砕物の粒径は極めて小さいものも存在すること

から、いかにフィルタを設けても、建屋内に降下火砕物が侵入することを

完全に防ぐことはできず、一定量は建屋内に侵入することになる。 

  降下火砕物の濃度想定が過小な場合、実際に侵入する降下火砕物の量が

想定よりも多くなるため、そのような降灰にも電気系・計装制御系の健全

性が保たれるのか保守的な評価が必要であるが、参加人はそのような評価

を行っていないし、被告もそのような審査をしていない。 
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７ まとめ 

  以上述べてきたとおり、降下火砕物によって、原子力施設は様々な個所に大

きな影響を受けることになるが、被告及び参加人は、降灰による濃度想定の過

小の問題を非常用ＤＧの機能維持の問題だけに矮小化しようとしている（他の

評価をやっていないわけではないが、不十分である）。 

  気中降下火砕物濃度に過小評価が存在すれば、非常用ＤＧに限らず、同時多

発的に、安全上重要な様々な施設・設備に深刻な機能不全が発生する可能性が

否定できない。そうなれば、本件施設が大事故に至る可能性、その過小評価が

看過し難い過誤、欠落に該当するという可能性も十分に存在する。 

 

第３ 争点Ⅲ③ 気中降下火砕物濃度想定に関する基準の不存在ないし不合理性 

１ 被告の主張 

  被告は、準備書面⑻において、気中降下火砕物濃度に対する基準適合性は保

安規定（変更）認可の段階において審査すべきものであって、本件変更許可処

分との関係では違法事由とならないかのように主張している（同書面第４の２

項⑵（２１～２４頁）、第６の１項（３７頁））。 

  すなわち、降下火砕物の影響評価については、火山ガイドに定める直接的影

響及び間接的影響に係る設計対応及び運転対応の基本設計ないし基本的設計方

針に関する事項を前段規制である事業指定（変更許可）に係る審査において確

認し、具体的な詳細設計に関する事項は後段規制である設計及び工事の計画認

可（いわゆる「設工認」）に係る審査で、また、具体的な運転対応に関する事

項は、後段規制である保安（変更）認可に係る審査で確認する、とし、火山灰

の侵入による非常用ＤＧの外気取入口の閉塞に関しては、前段規制である事業

指定（変更許可）に係る審査において、外気取入口やフィルタ設置等の基本設

計ないし基本的設計方針の妥当性を確認し、後段規制である設工認審査で具体
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的な詳細設計の妥当性を確認し、保安規定（変更）認可審査で気中降下火砕物

濃度に関して非常用ＤＧ等のフィルタ交換等による機能維持といった保全活動

の体制整備の妥当性を確認すると主張している（準備書面⑻・２２～２３頁）。 

  そのため、気中降下火砕物濃度については、保安規定（変更）認可の段階で

審査するものであって、本件変更許可処分に関する違法事由とはならない、と

いう趣旨と考えられる（争点Ⅲ③とする）。 

 

２ 自然現象の「想定」は設計の前提であること 

⑴ 指定基準規則の定め 

  そこでまず、法令等の定めを確認する。 

  事業変更許可処分の要件を定める炉規法４４条の４第３項、同４４条の２

第１項４号は、許可の要件として、「再処理施設の位置、構造及び設備が、

使用済燃料、使用済燃料から分離された物又はこれらによって汚染された物

による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基

準に適合するものであること」と定めており、ここでいう「規則」は「再処

理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下「指定基準規則」

という。）である。 

  指定基準規則９条１項は、「安全機能を有する施設」7について、「想定さ
、、、

れる
、、

自然現象
、、、、

（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合

においても安全機能を損なわない」ことを要求している。ここでいう「想定

される自然現象」とは、敷地の自然環境を基にしたものであり、「火山の影

響」が含まれる（指定基準規則の解釈９条２項）。 

  つまり、事業指定（変更許可）の段階では、敷地にどのような自然現象が

 
7 「安全機能を有する施設」とは、再処理施設のうち、安全機能を有するものをいい（指定基

準規則１条２項４号）、「安全機能」とは、再処理施設の運転時、停止時、運転時の異常な過

渡変化時又は設計基準事故時において、再処理施設の安全性を確保するために必要な機能をい

う（同規則１条２項３号）。 
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生じるかを想定し、それに対して再処理施設が安全機能を損なわないことを

確認するとされているのである。敷地に到来する自然現象を想定することな

くして、それに対する安全機能を云々することはできない。 

  そして、原告らが問題にしているのも、まさに敷地に到来する自然現象た

る降下火砕物の気中濃度想定が過小である、という点である。 

  そうである以上、敷地に到来する降下火砕物の気中濃度がどの程度である

かは、「基本設計ないし基本的設計方針」またはその前提として、事業指定

（変更許可）の段階で審査されるべきものであることは明らかである。 

 

⑵ 技術基準規則の定め 

  設計及び工事の計画の変更に係る認可（工事計画変更認可）処分の要件を

定める炉規法４５条３項は、認可の要件として、再処理施設が「４６条の２

の技術上の基準に適合するものであること」と定めている。４６条の２の「技

術上の基準」とは、「原子力規制委員会規則で定める技術上の基準」であり

（炉規法４６条の２）、「再処理施設の技術基準に関する規則」（以下「技

術基準規則」という。）である。 

  技術基準規則８条１項は、「安全機能を有する施設」について、「想定さ
、、、

れる
、、

自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれが

ある場合において、防護措置、基礎地盤の改良その他適切な措置が講じられ

たものでなければならない」としている。 

  ここでも、敷地に到来する自然現象の想定を前提として、設計上、防護措

置等が講じられているか否かが問われている。 

 

⑶ 再処理事業規則の定め 

  炉規法５０条１項後段は、再処理事業者が、原子力規制委員会規則で定め

るところにより、保安規定変更認可を受けなければならないことを定めてい
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る。ここでいう規則とは、「使用済燃料の再処理の事業に関する規則」（以

下「再処理事業規則」という。）であり、同規則１７条１項１５号は、「設

計想定事象、重大事故等又は大規模損壊に係る再処理施設の保全に関する措

置に関すること」について保安規定を定めるべきこととしている。 

  ここでいう「設計想定事象、重大事故等又は大規模損壊に係る再処理施設

の保全に関する措置」とは、炉規法４８条１項に定められるものであり、再

処理事業規則１２条で具体化されている。 

  すなわち、再処理事業者は、設計想定事象、重大事故等及び大規模損壊に

関して、１号ないし４号に掲げる保全に関する措置を講じることとされ、１

号では、イないしハの区分に応じて、「再処理施設の必要な機能を維持する

ための活動
、、

に関する計画」を定めること等を要求している。 

  つまり、保安規定認可の段階では、あくまでも火山事象による影響等が発

生した時点において、運用面で、どのような活動を行うかという計画や要員

配置等を定めておくことが求められているのである。 

 

⑷ 段階的安全規制の考え方 

  このように条文を詳細に検討すれば、敷地においてどのような自然現象が

どの程度生じるか、どの程度の濃度の降下火砕物が到来するかという想定は

保安規定（変更）認可の段階における問題ではなく、事業指定（変更許可）

の段階における問題であることは明らかである（図表１３）。 

  想定される自然現象（想定濃度）の評価に誤りがあることは、保安規定（変

更）認可違反ではなく、事業指定（変更許可）違反に該当し、本件処分の違

法事由となる。被告は明らかに法の解釈を誤っている。 
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図表１３ 気中降下火砕物濃度に関する問題と段階的規制との対応関係 

 

３ 気中降下火砕物濃度は「設計」にも用いられること 

  平成２５年火山ガイドにおいては、気中降下火砕物濃度に関する規定がそも

そも存在しなかったが、平成２９年改正においてその推定手法が定められた。 

  令和元年火山ガイドは、直接的影響の確認事項として、「③外気取入口から

の火山灰の侵入により、換気空調系統のフィルタの目詰まり、非常用ディーゼ

ル発電機の損傷等による系統・機器の機能喪失がなく、加えて中央制御室にお

ける居住環境を維持すること」を定め（５．１項⑶(a)③）、外気取入口から侵

入する火山灰の想定に当たっては、添付１を参照して推定した気中降下火砕物

濃度を用いる」としている（解説-20.）。気中降下火砕物濃度は、間接的影響の

評価にも用いることとされている（解説-20.）。 

  添付１の「気中降下火砕物濃度の推定手法について」においては、「降下火

砕物濃度の推定に必要な実測値（観測値）や理論的モデルは大きな不確実さを

含んでおり、基準地震動や基準津波のようにハザード・レベルを設定すること

は困難である」とされ、「本手法により推定された気中降下火砕物濃度は、設
、

計及び
、、、

運用等による安全施設の機能維持が可能かどうかを評価するための基準

として用いる」とされている（甲Ｄ３３８・２８頁）。 

  このように、火山ガイドは、少なくとも気中降下火砕物濃度を「設計」の場
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面でも用いることを定めている。被告は、事業変更許可の段階では、「基本設

計及び基本的設計方針に関する事項」のみを審査するとし、気中降下火砕物濃

度想定はこれに含まれず、すべて保安規定において行うかのように主張してい

るが、これは火山ガイドの規定に明らかに反しており、失当である。 

 

４ 段階的安全規制は希薄化していること 

⑴ 区分の希薄化 

  なお、段階的安全規制については、１９９２（平成４）年の伊方最判によ

って明らかにされた考え方であるところ、伊方最判に対しては、もともと基

本設計と詳細設計、運用とは相互に密接に関連しており、明確に区別するこ

とは困難であるという批判が根強かった。これに加えて、２０１２（平成２

４）年の原子力関連法令等の改正以後、これらの区分が希薄化していること

が指摘されている。 

  下山憲治教授（行政法）は、その運用面での根拠について、①福島第一原

発事故後の「再稼動」にかかわる審査・検査では、設置変更許可、工事計画

の認可、保安規定認可に関連する申請を同時期に受け付け、ハード・ソフト

両面から一体的に審査を実施することとしていること、②基本設計を対象と

する設置許可基準規則の規定内容と詳細設計を対象とする技術基準規則の規

定内容が類似し、あるいは全く同一の場合もあること、③ガイド類において、

基本設計と詳細設計のいずれについても規定しているものがあること、④特

に、技術基準規則は従来のような仕様規定ではなく、性能規定化されたこと

などを挙げている。 

  そのうえで、「いわゆる基本設計と詳細設計とを司法審査に当たって区別

する意義をいまだに残存させるのかも今後の検討課題」とまで言っている（以

上、甲Ｄ４３２・１３～１４頁）。 
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⑵ 「許可に立ち戻る」発言 

  実際、高浜原発１、２号機に関する設置変更許可処分がなされた２０２１

（令和３）年５月１９日の第８回原規委会合においては、基本設計ないし基

本的設計方針に基づいて、本件各原発の安全機能を維持する設計とすること

ができると見込まれること（技術的成立性があること）が一応確認されたも

のの、当該会合において、更田豊志委員長（当時）が、「保安規定の中で審

査していったときに、これはとても成立しないねとなったら、どういうこと

になるのですか」と質問したのに対し、原規庁の責任者は、「設置許可とい

うのは、あくまでもある程度の技術的成立性はあるということを見極めて確

認しておりますので、…（略）…もし後段規制の中でやはり技術的成立性が

なかったということが明らかになれば、それは当然、許可に立ち戻ることに

なります。」と回答している（甲Ｄ４３３・１１頁）。 

  従来の段階的安全規制において、いったん前段について許可がなされたに

もかかわらず、後段において技術的成立性がなかったこととされ、前段の許

可に立ち戻るなどという事態はおよそ想定されていなかったものである（そ

うでなければ、「段階的」規制の意味がない）。 

  このような不合理は、本来設置許可（本件でいえば事業変更許可）で行う

べき審査を行わず、すべて保安規定の問題として取り扱おうとしたために生

じている。結局、段階的安全規制といっても、基本設計と詳細設計、運用は

相互に密接に関連していて、それぞれ別個独立のものとして切り取ることは

できないということであり、少なくとも２０１２（平成２４）年原子力関連

法令等の改正以降、伊方最判は妥当しなくなっているというべきである。 

 

５ 後藤政志意見書における指摘（要旨） 

⑴ 後藤政志意見書の提出 

  この点に関して、原告らは、別件訴訟（高浜原発１、２号機に関する設置



- 49 - 

変更許可処分取消等訴訟）において提出された専門家意見書を提出する。 

  同意見書は、原発設計に携わった元東芝の技術者・研究者である後藤政志

氏が作成したものである（以下「後藤意見書」という。）。原発の安全規制

に関して作成されたものであるが、再処理施設たる本件の安全規制にも基本

的に妥当する。 

 

⑵ 安全のグレード 

ア 後藤意見書は、１章が略歴、専門分野について、２章が原発の安全に対

する基本的な考え方について、３章が火山影響評価の法令等の定めについ

て、４章が具体的検討について記載されたものであり、２章及び３章につ

いては、本文以外に、別添１及び２という形で詳細な意見が付されている。 

イ 後藤意見書によれば、原発における事故の発生と進展には、①自然現象

や外部からの影響、②機器や装置の故障、③運転員や操作ミス・判断ミス

などが関係しており、これらが単一ないし同時に発生することで事故が発

生、進展するという（甲Ｄ４３１・６頁、別添１・５頁以下）。 

  そして、安全には、人的対応を必要とするか否かに応じて、グレードＡ

ないしＣ（Ｓを想定する場合もある）の各種のグレードがあり、基本設計

段階で、事故を回避できる設計、あるいは起こしにくい設計とすること（で

きるだけグレードＡを目指すこと）が重要であると指摘する（甲Ｄ４３１・

７頁、別添１・１１頁以下）。 

 

⑶ 設計条件が検証等によって示されていないことの不合理性 

ア 一般に、設計においては、どのようなグレードの安全を追求するかにか

かわらず、設計条件を設定する必要がある。これは、対策が有効に機能す

るのはどのような環境下であるのかという設定であり、例えば、コンピュ

ータは熱に弱いので、何度以上の環境下では正常に機能しない可能性があ
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るため、何度以下の環境で利用する、といったものである。 

イ 火山の影響に関しては、広い意味の設計条件として、火山灰が原発（本

件でいえば再処理施設）の敷地及び周辺全体に降り注いだ場合に、施設、

設備及び装置類にどのような不具合を与え、故障の原因となるかどうかが

何も評価、検証されていないに等しく、単に、せいぜい、荷重、空気取入

口及び冷却水取入口について、部分的に、理論上問題がないことを確認し

ているに過ぎない（これもほとんど検証はされていない）。 

  非常用ＤＧの吸気フィルタについては、フィルタ交換等で対応するとし

ているが、大規模な降灰環境下でそのようなフィルタ交換が実行可能かど

うかという評価、検証もされていない。科学の分野は理論的な検討が中心

であるが、実際の設計、技術の分野では、理論だけでなく経験則や実証性

が重要となる。実証されない技術は事故対策としての信頼性に欠けるので

ある（甲Ｄ４３１・１５～１６頁）。訴訟で喩えるならば、「証拠もない

のに主張だけをしている」というのが降下火砕物影響評価の実態である。

これらの主張は、一見すると経験則を踏まえたもののようにもみえるが、

その経験則も、あくまでも平常時のものであり、大規模な降灰環境下で、

平常時と同じ経験則が適用されるかどうかも、検証されていないのである。 

ウ これでは、深刻な災害が万が一にも起こらないようにするという原子力

施設の安全として、あまりにも不十分で、安全が確認されたことにならな

い、というのが、後藤意見書で指摘されていることであり、科学技術を社

会的に利用する場合に当然なされるべきことが、原子力施設においてはな

されていないのである（甲Ｄ４３１・９頁、別添１・１３頁）。 

 

⑷ 適切な設計基準の設定を放棄したことの不合理性 

ア また、後藤意見書は、現在の降下火砕物に関する影響評価において、一

応設計基準が設定されているように見えながら、これが「参考情報として
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把握する」ものとされ（図表１４）、実際には設計基準とは別に参考濃度

を設定することとされている点について、「ダブルスタンダードを持ち込

むこと自体が、安全確保が困難であることを示している」と批判している

（甲Ｄ４３１・１３～１４頁）。 

 

図表１４ 平成２９年度原規委第２５回会合資料２（甲Ｄ２３７）・１４頁 

 

  火山ガイド上は、降下火砕物の濃度の推定に必要な実測値（観測値）や

理論的モデルに大きな不確実さが含まれていることを理由として、ハザー

ド・レベル（設計基準）を設定することは困難とされているが（甲Ｄ３３

８・２８頁）、設計基準は、原子力施設の安全確保の要であり、不確実さ

が大きいという理由だけでこれを設定しないということはあり得ず、単に

規制に関する職責を放棄といわざるを得ない（甲Ｄ４３１・１８頁）。 

イ そもそも、設計基準を設定するためには、ⅰ）現象の理論的モデル化と、

ⅱ）過去の歴史的な被害の痕跡等を調べて推測するという、２種類の手法

を利用する。しかし、いずれの手法も大きな不確実性がつきまとい、それ

は活断層や地震動、津波でも大きく異ならない（それでも、地震動も津波



- 52 - 

も設計基準を設定している）。 

  そして、原子力施設の安全に関して肝に銘じておかなければならないの

は、原子力施設は、自然現象が想定を超え、一定の条件を超えると、核反

応等をコントロールできなくなり、ほぼ回復の見込みがなくなってしまう

という点である。多くの危険施設は、大きな事故が起こっても、基本的に

事態は収束に向かうが、原子力施設に限っては、事故によって事態が収束

せず、むしろ進展してしまう。 

  だからこそ、自然現象の予測については、不確実性を十分に保守的に評

価する必要があるのであり、安易に「これ以上の自然現象は発生しない」

などと限定するのは、それ自体、非安全側の発想である。降灰に関して不

確かさが大きいのであれば、十分に保守的な値を設計基準として設定すれ

ばよいのであり、不確かさの大きさは、設計基準を設定しない理由にはな

らない（甲Ｄ４３１・６頁、１８～１９頁）。 

ウ なお、厳密には、前述のとおり、設計基準は「参考情報」として残され

ているようである。例えば、高浜原発１、２号機の審査においては、１９

８０年のヤキマ観測値（０．００３〔ｇ／㎥〕）が基準降下火砕物濃度と

された8。 

  しかし、設計基準とは、設計上、これを上回る自然現象が敷地に到来す

ることはない（無視できるほどに低頻度）と考えられる数値、閾値であり、

ヤキマ観測値はあまりにも過小で、実質的には設計基準となっていない。

設計基準がないという異常な事態をカムフラージュするための詭弁という

べきである（甲Ｄ４３１・１９頁）。 

エ ともかく、適切な設計基準を設定していないということ自体、原子力施

設の安全設計として明白な欠落（基準が不合理）である。本件処分が違法

 
8 ただし、本件では何が設計基準とされているのか必ずしも明らかではない。 
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であることは明らかである。 

 

⑸ フィルタをどの程度の火山灰が通過するかの想定、検証もないこと 

  後藤意見書は、火山灰のリスクについて、単に非常用ＤＧなどのフィルタ

がどのくらいの時間で目詰まりするかという問題だけではないという。フィ

ルタのメッシュよりも細かい粒子は、フィルタによって捕捉されずに建屋内

や非常用ＤＧ内に侵入する。そのような場合に、どのような機器が、どのよ

うな条件で、どのように故障するのか、何ら実験、実証されていない（甲Ｄ

４３１・１４頁）。 

 

⑹ 段階的規制の枠組みに反すること 

ア 前述のとおり、原子力施設に関する法規制は、いわゆる「段階的規制」

と呼ばれ、図表１３で示したような区分にしたがって、事業変更許可、工

事計画変更認可、保安規定変更認可などの各段階で安全確保についての審

査がなされる。 

  このうち、事業変更許可の段階は、いわゆる「基本設計」、すなわち、

敷地にどのような規模の自然現象が到来し、それに対してどのような設計

によって対応するかが審査・判断される。 

  そして、敷地にどの程度の濃度の降下火砕物が到来するかという問題、

その濃度に対して、どのような設計で対応するかという問題は、基本的に

基本設計の問題であり、事業変更許可の段階で審査されなければならない

（甲Ｄ４３１・２１～２２頁）。 

イ これに対して、被告は、事業変更許可の段階では「基本設計ないし基本

的設計方針に関する事項」を確認するとしている。高浜原発１、２号機に

関する審査でも、「基本設計ないし基本的設計方針の技術的成立性」が確

認されている。しかし、これは「原発の機能を維持する設計とすることが
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できると見込まれる
、、、、、

こと」にすぎず（別訴において被告国自身がそのよう

に主張していた）、これでは、指定基準規則９条１項にいう「安全機能を

損なわない」ことが確認されたとは到底いえない（甲Ｄ４３１・２３～２

４頁）。 

  事業変更許可の段階で、「基本設計ないし基本的設計方針の技術的成立

性」のみを確認するというのは、指定基準規則に反しており、ひいては炉

規法の規定に反する処分というほかない。 

 

⑺ ＳＡ設備等を理由として、設計をおざなりにすることは許されないこと 

ア 平成２９年火山ガイド改正の前提となった平成２９年度原規委第２５回

会合資料２には、気中降下火砕物に対する規制上の考え方（案）が示され

ている（甲Ｄ２３７・１４頁、前掲図表１４）。 

  これによれば、ロ）として、ＳＡ設備について、矢印の中に「バックア

ップ」と記載されている。ＳＡ設備とは、シビアアクシデント対策、すな

わち深層防護でいう第４の防護レベルにかかる設備であるところ、このよ

うなＳＡ設備によるバックアップに期待して設計段階における対策をおざ

なりなものでも構わない（想定を超える降灰の可能性を安易に容認する）

と考えているとすれば、それは深層防護の考え方に違反する。 

イ 深層防護とは、一般に、安全に対する脅威から人を守ることを目的とし

て、ある目標を持った幾つかの障壁（防護レベル）を用意し、各々の障壁

が独立して有効に機能することを求めるものとされる。 

  自然現象のように科学的に不確実な事象に対処するためには、１つの完

璧な対策（いわゆる「銀の弾丸」）はあり得ないことから、不定性、不確

実性に対処するための不可欠な仕組みとして求められる。 

  深層防護の要諦は、各レベル間の独立性・有効性であり、前段の対策を

理由に、後段の対策をおざなりにしてはならず（前段否定の考え方）、後
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段の対策を理由に、前段の対策の手を緩めてはならない（後段否定の考え

方）。 

  第４の防護レベルであるＳＡ設備によるバックアップに期待して、第３

の防護レベルまでの対策（設計段階における対策）をおざなりにすること

は、深層防護の考え方（特に後段否定の考え方）に明確に違反する（甲Ｄ

４３１・２５～２６頁）。 

ウ また、仮に、ＳＡ設備自体をバックアップとして利用すること自体は、

万が一に備えたものとして是認するとしても、このような利用方法は設計

上予定されたものではないため、その信頼性や有効性についてほとんど検

証されていない。 

  原子力施設において重要なのは、深刻な災害が万が一にも起こらないよ

うにするという観点に照らして、十分な安全が確保されているかどうかな

のであって、信頼性・有効性について検証をせず、「ＳＡ設備もあるから、

きっと何かの役には立つ」というようなレベルでは、到底安全とは評価し

得ない（甲Ｄ４３１・２６頁）。 

 

７ まとめ 

  以上のとおり、後藤意見書は、原発の設計にも携わった経験のある技術者、

技術の安全に関する専門家として、安全の意義について詳述するとともに、降

下火砕物の影響評価に関する根本的な誤り、すなわち、設計条件が設定されず、

実験も検証もされずに、設計基準の設定をネグレクトし、人的対応に頼った対

策を是とすることの不当性について指摘している。 

  後藤意見書でも触れられているとおり、これは不可能を要求するようなレベ

ルの話では全くなく、あらゆる技術商品は、様々な実証実験を何度も重ねてよう

やく製品化されるのであって、実験し、実証して安全が確かめられるものを設計す

る、という技術者として当然のことがなされていないという基本的な誤りを指摘
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しているものである（甲Ｄ４３１・２７頁）。 

  これに対して、被告は、気中降下火砕物濃度に関する想定・評価に関して、全て

保安規定変更認可に係る審査の中で行うという独自の見解を述べているのであり、

不当というほかない。 

  そうである以上、具体的審査基準は不合理というほかなく、本件変更許可処分は

取り消されなければならない。 

 

第４ 争点Ⅲ① 巨大噴火に至らない噴火の噴火規模に関する基準の不合理性 

１ 令和元年火山ガイドの定めに沿った評価の流れ 

  争点Ⅲ①に関しては、争点Ⅰ③と基本的に同様の主張であり、これまで、準

備書面（１６２）、（１７６）のほか、（１８４）、（１９７）などにおいて

反論している。 

  もっとも、改めて、令和元年火山ガイドにおける影響評価に関する規定を踏

まえ、改めて主張を行う。 

  令和元年火山ガイドにおいて、降下火砕物の影響については５章（１１頁以

下）に記載されている（甲Ｄ３３８）。以下、火山ガイドの定めに沿った評価

の流れを述べる。 

 

⑴ 原則として、敷地及びその周辺における降灰が発生し得るものと解すべき

こと 

  まず、令和元年火山ガイドでは、降下火砕物に関して、「原子力発電所の

敷地及びその周辺調査から求められる単位面積当たりの質量と同等の火砕物

が降下するものとする」としている（図表１５）。 

  つまり、原子力施設の敷地及びその周辺で降下火砕物堆積物が確認されれ

ば、原則として、それと同等の降灰が起こり得るものとして考えるというこ

とである。 
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図表１５ 令和元年火山ガイド５章柱書（甲Ｄ３３８・１１頁） 

 

  本件に即していえば、敷地周辺において十和田八戸火砕流（To-H）と同じ

火山事象に基づく十和田八戸テフラ（To-HP）が見付かっているから、基本

的には、仮に設計対応不可能な火砕流が到達しないとしても、これと同程度

の規模の噴火（噴出量約４０㎦）が発生することを前提とした火砕物が降下

すると考えなければならない。 

 

⑵ 運用期間中の発生可能性が十分小さい場合 

  ただし、令和元年火山ガイドは、降下火砕物の噴出源である火山事象が同

定でき、これと同様の火山事象が原子力施設の運用期間中に発生する可能性

が十分に小さい場合には、考慮対象から除外することを認めている（図表１

５。以下、「除外要件」という。）。 

  そのため、本件では、To-HP 相当の噴火が発生する可能性が十分に小さい

と認められない限り、これらを考慮対象から除外することは許されないとい

うことになる。 

 

２ 火山ガイドの変更により、噴火可能性評価から、特定の火山事象の発生可能

性評価へと後退したこと 

  令和元年火山ガイドの不合理性は、この除外要件の内容が変更され、活動可
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能性が否定されやすくなったという大きな問題を含んでいる。そもそも、この

除外要件たる「火山事象の発生可能性」という概念が、２０１３（平成２５）

年６月に制定された火山ガイド（以下「旧火山ガイド」という。甲４４）当時

から大きな不確実性を含む不合理なものであったのに、火山ガイド改正の際、

その不合理性を保守的に補う方向で改正するのではなく、不確実でよいと開き

直る方向で改正がされたため、当初求められていた安全の程度よりもさらに安

全の程度が切り下げられた（準備書面（１９５）で詳述済み）。 

  争点Ⅲ①を判断する前提として、この規定の変更がどのような意味を持つの

かについて補足する。 

 

⑴ 令和元年火山ガイドと旧火山ガイドとの異同 

  まず、平成２５年火山ガイドは、過去に発生した噴火については考慮する

ことを原則としていることを明らかにするために、「火山抽出の結果にかか

わらず」という文言が入っていたほか、「噴出源が将来噴火する可能性が否

定できる場合」に限って考慮対象から外すこととしていた（図表１６）。 

 

図表１６ 平成２５年火山ガイド６章柱書（甲Ｄ２０３・１１頁） 

 

  一見すると微妙な違いなので、両者を表にして比較してみると、図表１７の

ようになる。 
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旧火山ガイド 令和元年火山ガイド 

火山抽出の結果にかかわらず （削除） 

敷地及び敷地周辺で確認された降下火

砕物で、 

敷地及び敷地周辺で確認された降下火

砕物の噴出源である火山事象
、、、、、、、

が、 

噴出源が同定でき、 噴出源である火山事象
、、、、、、、

が同定でき、 

その噴出源が これと同様の火山事象
、、、、、、、

が 

将来噴火する可能性が 原子力発電所の運用期間中
、、、、、、、、、、、、

に発生する

可能性が 

否定できる場合 十分に小さい
、、、、、、

場合 

図表１７ 火山ガイドにおける除外要件の新旧比較 

 

⑵ 噴出源とは、火山ないし火口を指す言葉であること 

ア ここで、「噴出源」とは、一般に火山噴出物が噴出した源である火山な

いし火口を指す言葉であり、特定の火山事象を指す言葉ではない。 

  本件に即していうと、十和田八戸テフラ（To-HP）の噴出源は十和田カ

ルデラという火山であり、平成２５年火山ガイドの除外要件は、十和田カ

ルデラが将来噴火する可能性が否定できる場合に限って考慮対象からの除

外を認めるということである。個別の火山事象ごとに、ある規模の噴火は

発生するが、別の規模の噴火は発生しない、というものではない。現在の

火山学の水準によっても、噴火規模の予測が困難であることは、特に中田

節也教授の新規制基準検討チーム第２０回会合における講義から明らかで

ある（甲Ａ５６８・４頁、甲Ｄ３９７・６頁）。 

イ この点につき、２０１３（平成２５）年６月３日に開催された新規制基

準検討チームの第２３回会合では、パブリック・コメントを踏まえた平成

２５年火山ガイドの内容について、最終的な議論がなされたところ、その

中で、原子力規制庁（以下「原規庁」という。）の山田課長は、「降下火
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砕物の評価についての記載がございますけれども、ここで、火山の抽出の

結果に関わらず、敷地及びその周辺からの地質調査から求めるべき厚さと

同等の火砕物が降下するものとするということで、発生した火山に関わら

ず、出ていれば、敷地周辺で観測されれば、それの厚さは来るということ
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

で評価をしろ
、、、、、、

という記載をしてございますけれども、その降下火砕物の起

源が明確になっている場合で、その火山についての将来の噴火の可能性
、、、、、、、、、、、、、、、、、、

が

否定できる場合については、考慮対象から除外できる旨について記載した

いと思っております。」と述べている（甲Ｄ４０３・５頁）。 

  ここでは、明確に「火山についての将来の噴火可能性」とされており、

原規委及び原規庁も、「噴出源」を「火山」と考えていたことは明らかで

ある。 

ウ これに対し、令和元年火山ガイドは、「噴出源である火山事象」という

趣旨不明の用語を用いる。前述のとおり、「噴出源」とは火山ないし火口

を指すから、令和元年火山ガイドは、「火山である火山事象」という日本

語として不可解な表現というほかない。令和元年火山ガイドは、原規委が、

裁判において火山ガイドが不合理であるという判断が繰り返されたことか

ら、そのような判断を回避しつつ、従前から合理的な内容であったことを

示すために、実質的に大幅に内容が変更されたにもかかわらず、内容に変

更がないものと強弁しているものである。そのため、改正点を最小限にし

ようと考えて、このような不可解な表現になったものと考えられる。 

 

⑶ 大規模な噴火は発生しないという評価を導きやすくなったこと 

  要するに、令和元年火山ガイドは、噴出源たる火山の噴火する可能性を問

題にするのではなく、特定の火山事象が原発の運用期間中に発生する可能性

を問題とすることへと変更された。 

  本件に即していえば、十和田カルデラ自体の噴火可能性ではなく、特定の
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火山事象である十和田八戸テフラ（To-HP）と同様の火山事象が発生する可

能性を検討するという内容である。 

  十和田は活火山であるから、その噴火可能性は全く否定できない。しかし、

十和田八戸テフラ（To-HP）のような大規模な噴火は発生しない、と噴火規

模を値切ることで、火山の影響を小さく評価できるようになるというのが、

令和元年火山ガイドの重大な不合理性であり、改悪である。 

 

３ 巨大噴火に至らない規模の噴火を考慮しないこと 

⑴ 影響評価の定め 

ア 前述のとおり、降下火砕物の影響評価については、令和元年火山ガイド・

５項柱書及び５．１項に定められているところ、解説-19.では、敷地及びそ

の周辺において堆積が観測されない場合について、類似する火山の堆積物

の情報を基に求めること、対象となる火山の総噴出物量、噴煙柱高度、全

粒径分布及びその領域における風速分布の変動を高度及び関連パラメータ

の関数として、数値シミュレーションを行うことによって求めることが定

められている（甲Ｄ３３８・１２頁）。 

イ このように、影響評価に関する火山ガイドの定めには、立地評価で見ら

れたような巨大噴火とそれ以外の噴火とを区別し、巨大噴火についてはそ

の発生可能性が具体的に示されない限りそのリスクは社会通念上容認し、

発生可能性が十分小さいものとして扱うという規定は準用されていない。 

  したがって、本来であれば、影響評価に関して、立地評価と同様、巨大

噴火とそれ以外とを区別するような考え方が採用されているとは直ちには

いえない。 

ウ もっとも、令和元年改正の趣旨や、改正のきっかけとなったと考えられ

る「基本的な考え方」は、立地評価と影響評価とを特段区別する趣旨では

ないと考えられるから、解釈としては、影響評価においても、立地評価と
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同様、巨大噴火については、その発生可能性が具体的に示されない限り、

十分小さいものとして扱い、その場合、考慮すべき噴火規模としては、「当

該火山の最後の巨大噴火以降の最大の噴火規模」とされるといえる（甲Ｄ

３３８・９～１０頁。被告も同様の主張と考えられる）。 

 

⑵ 参加人の評価と原規委の基準適合判断の内容 

ア 本件施設の事業変更許可に係る審査書によれば、参加人は、給源が特定

できる降下火砕物として、八甲田山における最後の巨大噴火以降の最大の

噴火を甲地軽石（WP。噴出量８．２５㎦）とし、シミュレーション結果も

踏まえ、敷地における降下火砕物の最大層厚を５５㎝と設定した（甲Ａ５

６０・８３～８４頁）。 

イ 他方、十和田については、八戸テフラ（To-HP）は巨大噴火に該当する

という前提で考慮対象から除外し、最後の巨大噴火以降の最大の噴火を十

和田中掫テフラ（To-Cu）として評価を行っている（図表１８）。 

 

図表１８ 参加人が考慮した降下火砕物（抜粋。甲Ａ５５９・１５８頁） 

 

ウ 原規委は、このような参加人の評価について、火山ガイドを踏まえてお
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り、降下火砕物の分布状況、降下火砕物シミュレーション結果から総合的

に評価し、不確かさを考慮して適切に設定されていることから、妥当であ

ると判断したとしている（乙Ａ５６０・８４頁）。 

エ なお、被告は、参加人があたかも当初から八甲田山について甲地軽石を

想定していたかのように記載しているが（準備書面⑻・２７頁）、実際に

は、参加人は当初、最後の巨大噴火（約４０万年前）以降の最大の層厚で

ある甲地軽石（WP）すら想定せず、約１０万年前以降だけを考慮すること

としていた。それが、２０１９（平成３１）年３月２９日に開催された審

査会合で否定され、やむを得ず甲地軽石（WP）を考慮することとしたので

ある（甲Ｄ４３６・９～１１頁）。参加人がいかに非保守的な評価をしよ

うとしてきたかがよくわかる。 

 

⑶ 巨大噴火に至らない規模の噴火を考慮しない規定となっていること 

  このように、参加人は、令和元年火山ガイドの除外規定に基づき、少なく

とも十和田について、過去最大である十和田八戸テフラ（To-HP）相当噴火

（噴出量約４０㎦）を考慮対象外とし、最後の巨大噴火以降の最大の噴火で

ある十和田中掫テフラ（To-Cu）相当噴火（噴出量６．６８㎦）を想定してい

る。要するに、仮に十和田八戸テフラが巨大噴火に該当するとしても、そこ

までには至らないが、十和田中掫テフラ（To-Cu）よりは大きい規模の噴火を

考慮しないこととしているのである。 

  このような評価が、火山ガイドの規定に基づくものだというのであれば、

火山ガイドの規定自体が不合理というほかない。 

 

４ 巨大噴火以外の噴火に関する噴火規模想定の誤り 

⑴ 巨大噴火以外の噴火に関する噴火規模想定 

  繰り返しになるが、令和元年火山ガイドは、影響評価において必ずしも立
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地評価の規定を準用してはいないが、少なくとも、原規委は、影響評価にお

いても立地評価の考え方を踏まえていると思われる。 

  そして、令和元年火山ガイドの前提となったいわゆる「基本的な考え方」

（甲Ｄ２６６）によれば、巨大噴火9の可能性評価において、ⅰ現在の火山の

活動状況が巨大噴火の差し迫った状態ではないと確認できること（非切迫性

の要件）、ⅱ運用期間中に巨大噴火が発生するという科学的に合理性のある

具体的な根拠があるとはいえないこと（具体的根拠欠缺の要件）を満たすこ

とで、「巨大噴火の可能性が十分に小さい」とみなすことができるとしてい

る。「基本的な考え方」は、その根拠として、「巨大噴火は、広域的な地域

に重大かつ深刻な災害を引き起こすものである一方、その発生の可能性は低

頻度な事象である。現在の火山学の知見に照らし合わせて考えた場合には運

用期間中に巨大噴火が発生する可能性が全くないとは言い切れないものの、

これを想定した法規制や防災対策が原子力安全規制以外の分野においては行

われていない」とし、そのリスクが社会通念上容認される水準であるとして

いる。 

 

⑵ 社会通念によっては無視できない噴火規模 

  もともと、令和元年火山ガイド以前の規定では、このような限定はされて

おらず、噴火規模は「検討対象火山の過去最大の噴火規模」とされており、

従来は例外を許容していなかった。令和元年改正によって上記のような例外

が許容されるに至ったのは明らかに改悪である。 

  ともあれ、２０１６（平成２８）年４月６日の宮崎支部決定により、破局

的噴火については、その発生可能性が具体的に示されない限り、そのリスク

は社会通念上容認されるという考え方が初めて示され、他方で２０１７（平

 
9 大量の火砕流によって広域的な地域に重大かつ深刻な災害を引き起こすような噴火で、噴出

量が数十㎦程度を超えるもの。 
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成２９年１２月１３日の広島高裁決定によりそのような社会通念論が否定さ

れたことを踏まえ、２０１８（平成３０）年３月７日、原規庁から宮崎支部

決定を踏まえつつ、許容される範囲を巨大噴火にまで不当に広げた「基本的

な考え方」が示された10。 

  それが火山ガイドの令和元年改正につながったという経緯からすれば、破

局的噴火のリスクを容認（無視）するのは、極めて例外的な価値判断に基づ

くものである。 

  原則的には、破局的噴火を含めて、どのような規模の噴火が発生するのか

予測することは困難で、科学的に、その発生可能性が十分小さいとはいえな

い。そうであるにもかかわらず、破局的噴火（ないし巨大噴火）だけは例外

的に、社会通念によって発生しないという価値判断を行う、というのが、こ

れまで宮崎支部決定等で示されてきた論理である11。 

  そうであるならば、破局的噴火に至らないがこれに準ずる規模については、

そのリスクを社会通念によって無視することはできず、原則どおり、その発

生を想定した評価がなされるべきというのが、価値判断以前の論理的帰結で

ある（図表１９）。 

 
10 なお、それまでの裁判例が「破局的噴火」を問題としていたにもかかわらず、「基本的な

考え方」が社会通念上容認できる範囲を「巨大噴火」にまで広げたのは、本件施設において十

和田カルデラによる巨大噴火のリスクを容認するという理由であることはその経緯から明らか

であり（２０１７年１２月８日の青森地裁での期日で、原告らは、被告らの前で、十和田カル

デラの危険性について宮崎支部決定の言う社会通念論は適用できないことを含め、詳細な主張

及びプレゼンテーションを行っていた）、そもそも、「基本的考え方」は、結論ありき（没論

理）の不合理なものである。 
11 なお、その論理自体不合理であることは既に準備書面で詳述している。 
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図表１９ 噴火可能性が否定できない部分と社会通念との関係 

 

  そうであるにもかかわらず、参加人は、前述のとおり、既往最大たる十和

田八戸テフラ（To-HP）相当噴火（噴出量約４０㎦）よりもはるかに規模の

小さい十和田中掫テフラ（To-Cu）相当噴火（噴出量６．６８㎦）を最大規模

として想定し、原規委もこれを妥当と判断した。巨大噴火には至らないが十

和田中掫テフラ噴火よりも規模の大きい噴火のリスクは考慮されていない。

これは明らかに論理飛躍である。 

  このように、火山ガイドは、巨大噴火以外の噴火について、本来は巨大噴

火に至らないがこれに準ずる規模の噴火を想定しなければならないにもかか

わらず、これを想定することを要求していない点で不合理というほかない。 

 

⑶ 令和２年広島高裁決定 

  このような考え方に立って影響評価を不合理と判断したのが、岩国仮処分

の令和２年広島高裁決定である（甲Ｄ３４１）。 
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  この裁判例については準備書面（１８４）・８８～８９頁で詳述している

ため、本書面と関係する部分を簡単に指摘する。 

 

ア 破局的噴火以外の噴火について 

  本決定は、破局的噴火による火砕流が到達する可能性を否定できないこ

とを理由に立地不適として人格権侵害の具体的危険性を認めることは、社

会通念に反して許されないと判断しており、この点は不当ではあるが、破

局的噴火以外の噴火について、「阿蘇で阿蘇４噴火に準ずる規模の噴火を

前提にして設計対応不可能な火山事象が本件発電所敷地に及ぶ可能性につ

いて検討すべきである」とする（甲Ｄ３４１・６８頁）。 

  すなわち、「阿蘇については、本来、阿蘇４噴火と同等の噴火規模の噴

火が起こる可能性が十分小さいとはいえないことを前提にして、設計対応

不可能な火山事象の到達可能性を検討すべきなのだから、それが社会通念

に反することとなった場合は、これに準ずるＶＥＩ６の噴火、すなわち噴

出物量数十㎦の噴火が起こる可能性も十分小さいとはいえないとして、こ

の噴火規模を前提にして立地評価をするのが当然のことである」と判断を

している（甲５０４・６８頁）。 

  阿蘇４噴火は噴出量が６００㎦にもなり、破局的噴火（ＶＥＩ７）の中

でも大きい噴火であるから12、阿蘇４噴火に準ずる噴火規模が、なぜ「ＶＥ

Ｉ６」や「噴出物量数十㎦の噴火」になるといえるのかという点にはやや

論理飛躍もあるが、大枠として、破局的噴火に準ずる規模の噴火を考慮す

べきことは、図表１９のとおり論理的帰結として当然のものである。 

  本決定は、社会通念によっても無視できない噴火規模を、破局的噴火に

 
12 なお、最近の研究では、阿蘇４の噴出量は従来よりも１．５倍以上大きい１０００㎦を超

えていたことが分かってきた（ＶＥＩ８）。火山の噴出量は、このように不確実性の大きいも

のなのである。 
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至らない程度の最大規模の噴火と認定した点に極めて重要な意義がある。 

 

イ 影響評価について 

  令和２年広島高裁決定は、上記のように破局的噴火以外の噴火の規模を

設定しつつ、立地評価としては、破局的噴火のリスクは社会通念上容認で

きるとして人格権侵害の具体的危険を認めなかった（その結論の不当性は

繰り返し述べているところである）。 

  そのうえで、影響評価として、「阿蘇４噴火に準ずる噴出物量数十㎦の

噴火規模を考慮すべきである。そうすると、その噴出物量を２０～３０㎦

としても、相手方が想定した九重第一軽石の噴出物量（６．０２㎦）の約

３～５倍に上り、本件発電所からみて阿蘇が九重山よりやや遠方に位置し

ていることを考慮しても、相手方による降下火砕物の想定は過小であり、

これを前提として算出された大気中濃度の想定（約３．１ｇ／㎥）も過小

であるといわなければならない。」と判示した（甲Ｄ３４１・７１頁）。 

  令和２年広島高裁決定は、火山ガイドの令和元年改正直後の判断で、改

正前の規定を前提としているため、当てはめの不合理性として判断してい

るが、令和元年改正後は、基準自体の不合理性というべきである。 

 

⑷ 小括 

  このように、万が一、巨大噴火のリスクを社会通念上容認するとしても、

これらは、科学的には発生可能性が十分小さいといえないにもかかわらず（す

なわち、本来は発生するものとして評価が行われなければならないにもかか

わらず）、例外的に考慮対象から除外するという価値判断に基づくものであ

るから、破局的噴火ないし巨大噴火に至らないがこれに準ずる規模の噴火に

ついては、そのような価値判断を行うことは許されず、原則どおり発生する

ものとして評価されなければならない。 
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  そうであるにもかかわらず、令和元年火山ガイドは、巨大噴火以外の噴火

について、「最後の巨大噴火以降の最大の噴火規模」を想定すればよいとし

ている点で不合理である。 

 

５ 被告の主張に対する反論 

  これに対し、被告は、準備書面⑻において、争点Ⅰ③に関するものと同様、

「巨大噴火以前の火山活動（カルデラ形成期以前の火山活動）と、後カルデラ

期の火山活動とでは、噴火の頻度や規模、マグマの化学組成に大きな変化があ

る例が多く、現在は後カルデラ期であることを踏まえると、運用期間中という

火山活動の歴史から見れば非常に限られた期間においては、最後の巨大噴火以

降の後カルデラ期における最大規模の噴火を想定するのが合理的」と反論して

いる（準備書面⑻・３９頁）。 

  これに対しては、争点Ⅰ③でした反論と同様の反論が当てはまる（準備書面

（１９７）の第３・３項⑷（５３頁以下））。 

  また、この点については、別件訴訟で第四紀学の権威である町田洋・東京都

立大学名誉教授及びマグマ学の権威である巽好幸・神戸大学名誉教授の証人尋

問調書があるので、準備書面（２０４）で詳述する。 

 

第５ 争点Ⅲ② 気中降下火砕物濃度の推定手法に関する基準の不合理性 

１ 降下火砕物の気中濃度に関する平成２９年火山ガイド改正の経緯 

⑴ 電中研報告までの経緯 

ア 降下火砕物は、第２で詳述したとおり、荷重、外部電源喪失、外部から

のアクセス制限、給気・換気系、取水系、電源系及び計装制御系など、様々

な問題に関わり、しかもそれらが同時多発的に発生しかねない事象という

点で、対策が難しい事象である。 

  そのうち、気中降下火砕物濃度は、特に給気・換気系、電源系及び計装



- 70 - 

制御系に影響を及ぼし得るパラメータである。想定よりも高濃度の降下火

砕物が到来すると、給気・換気が困難となり、給気を必要とする非常用電

源が機能喪失し、フィルタの目をくぐって安全上重要な施設・設備内に降

下火砕物が多量に侵入し、計装制御系に付着してこれらについても機能喪

失させ、原発の制御を不能ないし困難にして冷却機能喪失、メルトダウン

に至る危険が生じる。 

  このように重要なパラメータである気中降下火砕物濃度については、福

島第一原発事故後も、原規委に火山の専門家が存在しないためか、極めて

おざなりな規制しかなく、電力事業者の不合理な対策も見抜けない、お粗

末な対応に終始してきた。 

  そもそも、火山事象については、福島第一原発事故以前にはそのリスク

を評価する明確な審査基準は存在しなかった（したがって、本件施設の指

定処分当時は、火山の影響評価及びチェックはなされていなかった）。福

島第一原発事故後、２０１２（平成２４）に原子力関連法令等の改正がな

され、９月に原規委が発足した。火山ガイドは、原発を稼動するために、

わずか９か月足らずで、他の新規性基準も含め、いわば突貫工事により策

定された杜撰な基準だった。 

  この火山ガイドは、２０１３（平成２５）年６月の策定後、降下火砕物

の影響、とりわけ大気中の降下火砕物濃度に関して、２０１７（平成２

９）年に改正されている（平成２９年改正）。それまでの経緯は図表２０

のとおりである。 
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図表２０ 気中降下火砕物濃度に関する経緯 

 

イ まず、火山の問題が最初に取り上げられたのは、川内原発に関する鹿児

島地裁２０１５（平成２７）年４月２２日仮処分である。 

  この時点では、電力事業者は、気中濃度について詳細な検討を行うこと

なく、極めて安易に、２０１０年にアイスランド共和国で発生したエイヤ

ヒャトラ＝ヨークトル氷河噴火（ＶＥＩ４）の際のヘイマランド地区（火

口から約４０㎞離れた地点）における観測値約３〔㎎/㎥〕を一律に用いて

いた（以下、この数値を「ヘイマランド観測値」という。）。 

  電力事業者は、この数値を採用した理由として「他に適切な参考値がな

いから」としていた。 

  しかし、鹿児島地裁での却下決定後、舞台が福岡高裁宮崎支部に移ると、

住民側は、匿名の専門家の協力を得て、この評価の不合理性を厳しく糾弾
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した。すなわち、アイスランド共和国において公式に発表されている情報

等から、ヘイマランド地区における層厚が５㎜程度しかなく、ヘイマラン

ド観測値が、ＰＭ１０（粒径が１０㎛（６～７φ）以下の粒子）のみを測

定する機器で測定された数値であること（粒径の細かい粒子は、人が吸い

込むと健康被害を生じるため、あえて細かな粒子の濃度を測定するため、

このような機器で測定することはしばしば行われる）、しかも、噴火から

３週間後の再飛散値であることを確認し、主張したのである。 

  これは、噴火によって直接降下する降下火砕物の濃度を測定したもので

すらなく、端的に言って、ヘイマランド観測値は全く科学的合理性のない

でたらめな数値といってよいが、上記情報は、英語に堪能なものであれば、

専門家でなくとも容易に発見することができるインターネット上に公表さ

れていた情報であった。 

ウ また、宮崎支部での審理では、住民側は、１９８０年にアメリカ合衆国

で発生したセントヘレンズ噴火（ＶＥＩ５）の際のヤキマ地区（火口から

約１３５㎞離れた地点）において、約〔３３㎎/㎥〕という濃度が観測され

ており（以下、この数値を「ヤキマ観測値」という。）、これに照らして

も３〔㎎/㎥〕は極めて過小と主張していた。 

  さらに、ヤキマ観測値も、層厚が５～９㎜の地点の、ＰＭ１０のみの観

測値であり、専門家による簡易な計算によれば、ヘイマランド観測値は、

約３４０倍の過小である（濃度は１〔g/㎥〕程度になり得る）と主張して

いた。 

  ヤキマ観測値の存在や、それすらも過小であることは、噴火直後の１９

８２（昭和５７）年に出された英語論文をみれば明確に記載されている事

柄であり、論文には、ヤキマ観測値は、機器の限界により正確ではないこ

と、より高濃度になり得ることまで明記されていた。電力事業者のいう「他

に適切な参考値がない」というのも虚偽ないし極めて安易な見落としであ
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ることは明らかであった。 

エ このような状況で、福岡高裁宮崎支部は、２０１６（平成２８）年４月

６日に決定を出し、ヤキマ観測値の存在を根拠として、事業者の想定する

ヘイマランド観測値が１０倍以上の過小となっている可能性を認めた。し

かし、ヤキマ観測値も過小であるという主張は採用せず、１０倍程度であ

れば、フィルタの性能からして深刻な事態にはならないと判断し、差止め

を認めなかったのである。 

 

⑵ 電中研報告と降下火砕物検討チームの設置 

ア 宮崎支部決定が出された２０１６（平成２８）年４月、電力中央研究所

から、１７０７（宝永４）年の富士宝永噴火に基づいて首都圏周辺の気中

濃度を推定した研究結果が公表された（以下「電中研報告」という。）。 

  電中研報告によれば、富士山において、富士宝永噴火（ＶＥＩ４）と同

規模の噴火が発生した場合、火口から約８５㎞離れた横浜地区で約１６㎝

の降灰が生じる可能性があり、その際の気中濃度は１〔g/㎥〕程度となり

得るとのことであった。 

  これは、ヘイマランド観測値からみれば、約３３０倍にもなり得るとい

う数値であり、宮崎支部での審理の中で住民側に助言した匿名の専門家の

計算結果（約３４０倍近い過小評価があり得る）と整合するものであった。 

イ ２０１６（平成２８）年１０月５日の第３５回原規委会合で、ようやく

気中濃度の過小評価が原規委の議題に上がった。発端は、美浜原発の適合

性審査に関するパブリック・コメントの中で、ヘイマランド観測値の妥当

性に疑問を呈する意見が寄せられたことであった。この意見は、電中研報

告には触れておらず、ヤキマ観測値の存在を示して、ヘイマランド観測値

の正当性を問うものであった。 

  同月１９日、原規委の第２１回技術情報検討会において、電中研報告が
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原規委に報告され、事業者側に、フィルタへの影響評価の対応を求めるこ

ととされ、同月２５日、第４０回原規委会合において、電中研報告には過

大な評価になっている疑いがあることが示されつつ、他方で、ヤキマ観測

値の過小性が指摘され、ガイド改正も踏まえた検討がされることとなった。 

ウ その後、同年１１月１６日の第４３回原規委会合を経て、２０１７（平

成２９）年１月２５日の第５７回原規委会合において、降下火砕物の影響

評価に関する検討チーム（以下「降下火砕物検討チーム」という。）を設

けて濃度の評価・推定手法についての考えをまとめ、規制基準等への反映

に関する検討を開始することとされた。 

 

⑶ 降下火砕物検討チームにおける議論 

ア 降下火砕物検討チームは、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下

「産総研」という。）の活断層・火山研究部門の総括研究主幹であった山

元孝広氏や、国立保健医療科学院の上席主任研究官であった石峯康浩氏な

どの専門家を交えて３回にわたって開かれた（ただし、専門家は第２回ま

でのみ出席）。 

  ２０１７（平成２９）年３月２９日の第１回会合では、いずれの専門家

からも、セントヘレンズ噴火の濃度は、ヤキマ観測値よりも桁で大きくな

ると思われること、ヤキマ観測値は全く当てにならない数字であることが

指摘され、むしろ、電中研報告にあるような１〔g/㎥〕という数字はおか

しな数字ではないことが指摘された（甲Ｄ４２９・１５頁、２６頁）。 

  また、山元氏は、１〔g/㎥〕程度の降灰濃度の噴火は、「非常に頻度の高

い検証で、いとも簡単に超えてしまうようなものが多々あるだろうなと思

わざるを得ない」と述べている（甲Ｄ４２９・３７頁）。 

  なお、塩で例えると、１ｇは「ひとつまみ」と呼ばれる量であり、小さ

じで約５分の１杯に相当する（図表２１）。これが１ｍ四方の箱の中に入
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っている状態が１〔g/㎥〕である。 

 

図表２１ 塩１ｇの目安（https://park.ajinomoto.co.jp/recipe/basic/chomiryo/） 

 

  この会議において、①観測値の外挿により推定する手法、②降灰継続時

間を仮定して堆積量から推定する手法、③数値シミュレーションにより推

定する手法の３つが示され、１５㎝の層厚の地点における気中濃度を②の

手法で計算すると、降灰継続時間を２４時間と仮定した場合、濃度が２～

４〔g/㎥〕となることが示された。 

イ 同年５月１５日の第２回会合では、上記に加え、１５㎝の層厚の地点に

おける気中濃度を③の手法で計算すると、降灰継続時間を２４時間とした

場合、５〔g/㎥〕弱となるような結果が示された（甲Ｄ４４２・１５頁）。 

  また、この資料において一番大事な結論としては、いずれの条件におい

ても、気中濃度は１～２日程度数〔g/㎥〕が継続するという点であること

が確認された（甲Ｄ２３８・２７頁、甲Ｄ４４２・１５頁）。 

ウ さらに、同年６月２２日の第３回会合では、電気事業連合会が各事業者

からの報告を踏まえて作成した資料の中で、②及び③の手法を用いて推定

した気中濃度が概ね１～４〔g/㎥〕となることが示され、「気中降下火砕

物濃度等の設定、規制上の位置づけ及び要求に関する基本的考え方（案）」

として、手法②及び手法③は大きな不確かさを含んでいるものの、両手法
、、、

による推定値を考慮し、機能維持のための気中降下火砕物濃度及び継続時

間を設定することとされた（甲Ｄ４４２・２枚目及び６枚目）。 
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⑷ その間の裁判所の判断 

ア その間、裁判所の判断としては、広島地裁平成２９年３月３０日決定及

び松山地裁平成２９年７月２１日決定が出された。 

  これらの裁判例では、ヘイマランド観測値が過小であることはいずれも

認めたが、電中研報告は過大評価である疑いが残るとして、ヤキマ観測値

で評価を行えばよいという判断がなされた。 

イ 電中研報告については、降下火砕物検討チームで専門家がその妥当性を

認めるまで、原規委は、頑なにその妥当性に疑問を呈し、過大評価の疑い

が残るとしていたが、裁判所はこれを鵜呑みにし、既にヤキマ観測値につ

いて過小評価の可能性が高いことが十分に分かっていたにもかかわらず、

ヤキマ観測値に基づく評価で不合理な点がないという、結論ありきの決定

であった。特に、松山地裁決定は、既に降下火砕物検討チームで上記のよ

うな議論がなされ、電中研報告の数値は不自然ではないこと、むしろヤキ

マ観測値は参考にすらならない過小評価が存在することが指摘され、原規

委においてすら数〔g/㎥〕というオーダーで火山ガイドが改正される方向

で議論が進んでいたにもかかわらず、裁判所だけが一人、時代遅れのドン・

キホーテ的な決定をしたというほかない不合理な内容であった。 

ウ 確かに、裁判所が最新の科学技術的議論をすべてフォローアップして判

断を行うことは難しいかもしれない。しかし、広島地裁決定や松山地裁決

定のような判断の過ちは、本件訴訟において原告らが主張する科学の不定

性を踏まえ、究明・獲得途上の専門知に対して、深刻な災害が万が一にも

起こらないように、保守的な評価を行う（考慮に値する知見を、不確実と

いうだけで無視しない）という、裁判所がとるべき態度に従って判断を行

っていれば十分に回避できたものであった。 

  本件においては、広島地裁決定や松山地裁決定のような過ちを犯さぬよ
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う、科学の不定性を踏まえた判断がなされるべきであることを改めて指摘

しておく。 

 

⑸ 原規委によるまとめと平成２９年火山ガイド改正 

ア 降下火砕物検討チームのとりまとめを受けて、２０１７（平成２９）年

７月１９日、第２５回原規委会合において、「発電用原子炉施設に対する

降下火砕物の影響評価に関する検討結果及び今後の予定について」と題す

る書面（資料２）が提出され（甲Ｄ２３７）、火山ガイドの改正が具体的

に議論された（甲Ｄ４３５）。 

  上記書面（資料２）には、添付１として、甲Ｄ４４４号証を修正した「気

中降下火砕物濃度等の設定、規制上の位置づけ及び要求に関する基本的考

え方」が添付された。 

  この修正案では、濃度の設定として、「手法②又は
、、

手法③による推定値

を考慮」するとされた（図表２２）。 

 

図表２２ 甲Ｄ２３７・８頁より抜粋加筆 

 

イ これが、降下火砕物検討チームにおける専門家の意見を踏まえたもので

ないことについては後述する。 

  ともかく、上記のような整理を踏まえ、２０１７（平成２９）年１１月

２９日、第５２回原規委会合において、火山ガイドを改正する旨了承され

た。 
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  平成２９年改正火山ガイドでは、②の手法が「３．１の手法」とされ、

③の手法が「３．２の手法」とされたが、「３．１又は３．２のいずれか

の手法により気中降下火砕物濃度を推定する」とされ、結局いずれかの手

法で推定すればよいということになった（甲Ｄ３４０・２８頁）。 

 

⑹ 小括 

  以上、この問題に関する経緯を詳しく理解することが正確な判断に資する

ため、平成２９年火山ガイド改正の経緯についてやや詳しく述べた。 

  このようにみてくると、気中降下火砕物濃度の想定に関して、原規委は、

ヘイマランド観測値やヤキマ観測値の過小性を見抜けず、電中研報告が過大

評価の可能性があるといって保守的な想定をしようとせず、「３．１の手法」

と「３．２の手法」のいずれにも大きな不確実性が存在するため、いずれも

考慮すべきという専門家を含む降下火砕物検討チームのとりまとめを歪めて、

「３．１又は３．２の手法のいずれかの手法により気中降下火砕物濃度を推

定する」ことで足りるという改正を行った。 

  その経緯をまとめたものが図表２０であり、原規委に、この点に関する十

分な審査能力がないことは浮き彫りとなっている。 

 

２ 推定手法自体が持っている不定性 

⑴ 基準の不合理性 

  本件において原告らがこの点について基準が不合理と考えている点は、「３．

１の手法」と「３．２の手法」のいずれにも大きな不確実性が存在するにも

かかわらず、この両手法による推定を行ったうえで、いずれか保守的な数値

を採用すべきであるのに、そのような基準になっておらず、保守性の考慮と

して不十分であるという点である。 

  火山ガイドは、両手法のうちのいずれかの手法により濃度を推定すれば足
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りるとする理由として、「３．１の推定手法では、降下火砕物の粒径の大小

に関わらず同時に降灰が起こると仮定していること、粒子の凝集を考慮しな

いこと等」（ⅰ同時降灰、ⅱ凝集）を挙げ、「３．２の推定手法では、原子

力発電所への影響が大きい観測値に基づく気象条件を設定していること等」

を挙げて、「いずれの推定値も実際の降灰現象と比較して保守的な値となっ

ている」こと（ⅲ気象条件）から、いずれかの手法で推定すれば足りるとし

ている。便宜上、上記根拠を、それぞれ根拠ⅰ、根拠ⅱ、根拠ⅲと呼ぶ。 

 

⑵ 推定手法の保守性は不定性等との関連で判断されなければならないこと 

  確かに、火山ガイドが挙げている根拠ⅰないしⅲの各事項は、そうでない

場合と比較すれば、一応、保守的に働き得る事情かもしれない。しかし、だ

からといって、必ずしも「実際の降灰現象と比較して保守的な値」とは限ら

ない。 

  それは、推定手法自体が大きな不確実性を有しており、仮に、火山ガイド

が定めるような保守性が一応認められるとしても、それによって推定手法自

体が持つ不確実性をカバーできるかとは限らないからである。 

  火山ガイド自身も、気中降下火砕物濃度の推定について、「降下火砕物の

推定に必要な実測値（観測値）や理論的モデルは大きな不確実さを含んでお

り、基準地震動や基準津波のようにハザード・レベルを設定することは困難

である」と認めている（甲３３８・２８頁）。 

  ここでは、多くの層厚想定や濃度推定で用いられる Tephra2 というシミ

ュレーション解析ソフト（本件でも使用）の不確実性と再飛散の問題につい

て述べる。 

 

⑶ Tephra2 は少なくとも大規模噴火に適用できないこと 

ア Tephra2 の概要とユーザー・マニュアルの記載 
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  Tephra2 とは、移流拡散モデルを基にして作成された降下火山灰のシ

ミュレーションコード（オープンコード）である。移流拡散モデルとは、

風による移動（＝移流）と、空中で勝手に拡がる現象（＝拡散）を盛り込

んで作られたモデルをいう。 

  このようなシミュレーションコードには、一般に、開発者等が推奨する

適切な適用範囲・適用限界が存在する。後述する萬年論文でも、「コード

利用者は、再現したい現象や観測事実がどういう性質のものなのかを勘案

し、適切なコードを選ぶ、そしてそのコードの限界を把握することが重要」

と指摘されている（甲Ｄ４３９・１７５頁）。Tephra2 の適用限界につい

ては、開発者によって作成された「Tephra2 Users Manual」というマニュ

アルから推測可能であるため、これを証拠として提出する（甲Ｄ４３７の

１、２）。 

  これによれば、Tephra2 は、現在検証中であり、このモデルを完全に検

証するためには、更なる比較が必要とされている（甲Ｄ４３７の２・５頁）。 

  また、風速と風向を一定と仮定しているところ、実際の大気は、渦巻き、

上昇気流、下降気流などで構成され、時間とともに変化する。そのため、

広範囲に広がったり、長時間継続したりしない小規模な噴火のシミュレー

ションには有効だが、より規模の大きい噴火や風の変化が激しい場合には、
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

現実をうまく表現できない可能性が高い
、、、、、、、、、、、、、、、、、、

とされている（甲Ｄ４３７の２・

７頁）。 

  開発者自身も、規模の大きい噴火には不適であることを認めているので

ある。 

  Tephra2 の適用限界としては、最大粒径が－６φ（＝６４㎜）で、最小

粒径が６φ（≒１５．６㎛）とされている。また、凝集や他の複雑なプロ

セスは、モデル化されていない（甲Ｄ４３７の２・４頁）。 

  他方、本件では、原告ら訴訟代理人が調査した限り、層厚５５㎝に対応
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する濃度がどの程度か明らかではないが、層厚３６㎝とされていた２０１

８（平成３０）年７月６日付の参加人資料（甲Ｄ４３８）によれば、－１

φ～７φまでを考慮しており、適用限界を超えている（図表２３、２４）。 

 

図表２３ 参加人による気中濃度の推定（甲Ｄ４３８・７３頁） 

 

図表２４ 参加人による気中濃度の推定（甲Ｄ４３８・７４頁） 

 

イ 萬年一剛氏「Tephra2 の理論と現状」 

(ｱ) Tephra2 の理論と適用限界については、萬年一剛・神奈川県温泉地

学研究所主任研究員（九州大学理学博士）の論文に詳しい（甲Ｄ４３

９）。Tephra2 の移流拡散モデルは、実際の火山灰の動きを「随分単

純化」したものとされている。例えば、移流（風による移動）につい

て、現実の風は「渦を巻いたり、蛇行したりするはず」だが、Tephra2
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は、「風向きと風速は各高度範囲で一定と仮定され」ており、「複雑な

動きを盛り込むことはできない」という。 

  また、拡散（空中で勝手に拡がる現象）について、「拡散が起きる

のは水平方向だけで、垂直方向の拡散は考慮しない」という。つまり、

三次元的な再現ではなく、二次元的な再現しか想定されていないのであ

る（以上、甲Ｄ４３９・１７４頁）。萬年氏も、「実際の３次元の大気

場で噴煙の拡散を再現するといったようなことは Tephra2 では不可能

である。もしこうした再現をしたいのであれば、PUFF（Tanaka、199

4）など別のコードを用いるのがよい」と指摘している（甲Ｄ４３９・

１７５頁）。 

(ｲ) このほか、萬年氏は、「Tephra2 は誰でもすぐに入手できる『バー

チャル火山』であ」るが、「Tephra2 の噴煙モデルは現在主流の重力

流モデルと異なるため、無批判に利用することは危険である。つまり、

Tephra2 は降下火山灰であったら何でも簡単にシミュレーションでき

る夢のツールというわけでは決してない」とか（甲Ｄ４３９・１７４

頁）、「コードの利用者は再現したい現象や観測事実がどういう性質の

ものなのかを勘案し、適切なコードを選ぶ、そしてそのコードの限界を

把握することが重要である」とも述べている（甲Ｄ４３９・１７５

頁）。 

  要するに、Tephra2 も実現象を相当単純化したものであるから、不

定性を踏まえた適性や限界を把握した上で利用しなければならないとい

うわけである。 

(ｳ) さらに、Tephra2 を大規模な噴火に適用できるかという点について、

「Tephra2 は風について単純なモデルしか仮定できないが、それが大き

な弱点といえるかというとそうでないだろう。なぜならば、火山周辺１

００㎞のオーダーで風向きが大きく変わるというのは考えにくいからで
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ある。したがって、１００㎞のオーダー以下で考える場合 Tephra2 は一

定の実用性があると考えるべきである。１００㎞以遠にラピリサイズ13

の粒子を飛ばすのはかなりの大噴火であるから、逆に言うと、ラピリサ

イズの粒子が堆積している範囲について Tephra2 を適用して作業する

のはほとんど問題ないと言えるだろう。」と述べている（甲Ｄ４３９・

１７５頁）。 

  この記載を裏返せば、ラピリサイズ、すなわち火山礫（粒径２～６４

㎜）が堆積していない遠方や、１００㎞以遠にまで降灰があり得る大規

模噴火については、Tephra2 には実用性がないということになる。 

(ｴ) この論文において重要なのは、「Ⅵ Tephra2 を使った研究‐これ

までとこれから」という部分である（甲Ｄ４３９・１８４頁以下）。 

  ここでは、Tephra2 のインバージョン的利用14とその問題点について

述べられている。いわく、「噴出物の分布から初期パラメータを求める

という試みはあまりうまくいっていない」「高さ数㎞程度の小さい噴火

では一定の成果を収めているようにも見えるが、大きい噴火では噴煙の

高さに関して精度がほとんどないことや、拡散係数Ｋが異常に高く求め

られるということが知られている」「Tephra2 をインバージョン的に

用いようとした途端、問題が百出するような現状ではあるが、これは T

ephra2 の考える噴煙モデルが、実際の噴煙と異なっていることに起因

していると考えられる」と、問題点が大きいことを指摘する（甲Ｄ４３

９・１８４頁）。 

 
13 lapilli とは「火山礫」を意味し、直径が２～６４㎜の火山砕屑物をいう。なお、６４㎜以

上のものが「火山岩塊」、２㎜未満のものが「火山灰」である。 
14 逆方向での利用、つまり、Tephra2 は、本来、初期パラメータを与えて噴出物の分布を求

めるものであるが、噴出物の分布に合わせて逆にパラメータを求めることをいう。通常の使用

方法は、マニュアルで、「入力」とされているパラメータを入力することで、「出力」とされ

ている値が計算されるが、インバージョンは、「出力」とされている値に合わせて、「入力」

とされれているパラメータを推測していく方法である（甲Ｄ４３７の２・２頁参照）。 
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(ｵ) また、前述のとおり、Tephra2 は現在の通説的見解というべき重力

流モデルとは異なるモデルによって作成されている。その点について、

萬年氏は次のように述べる。 

  「Tephra2 は垂直に上昇する噴煙柱から粒子が離脱するというモデルに基づ

いている。しかし、これまで標準的であった重力流モデルでは、噴煙柱からの粒

子離脱は考えない。それには理由がある。 

  噴煙柱は、周りの大気を巻き込みながら上昇するが、巻き込み速度は噴煙中心

部の上昇速度の０．１倍程度とされる。この高い巻き込み速度により、粒子は噴

煙柱内に維持される。たとえ粒子が噴煙から飛び出たとしても、巻き込む風に流

されて噴煙に逆戻りをするためである。これを re-entrainment と呼ぶ。この効

果により噴煙柱からの離脱は考えられず、粒子の離脱は傘型領域から起きるとい

うのが標準的な重力流モデルである。」（甲Ｄ４３９・１８４頁） 

 

  萬年氏は、これまで標準的と考えられてきた重力流モデルにも説明

できない部分があることを認めつつ、それは今後検証ないし研究の対象

とされるべき事柄とする。いずれにせよ、そのような研究が進んでいな

い時点では、Tephra2 の限界を適切に踏まえることが求められる。重

力流モデルが正しいのか、移流拡散モデルが正しいのかという二者択一

のようなものではなく、いずれも大きな不定性を含んでいるから、その

不定性を適切に考慮しなければならない。 

(ｶ) もう１つ、Tephra2 の大きな問題点として、傘型領域からの落下と

いう重力流モデルの肝の部分が盛り込まれていないという点がある。 

  「傘型領域」とは、噴煙が高層に達し、大気の密度が噴煙の密度と

同じになった場合、噴煙が上向きの運動量を失って、水平方向に広がっ

て傘型を形成する領域をいう（その噴煙のことを「傘型噴煙」ともい

う。図表２５のｂ）。 
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  萬年氏は、この「傘型領域」について、Tephra2 に盛り込まれてい

ない点こそ、「Tephra2 の現時点での最大の問題点である」と述べる

（甲Ｄ４３９・１８５頁）。 

 

図表２５ 甲Ｄ４３９・１８５頁 図１３ 

 

  そして、特に規模の大きい噴火について、次のように述べる。 

  「先に述べた、Tephra2 のインバージョンでは小さい噴火の噴出量と

噴煙高度を精度よく決めることに成功したが、大きな噴火の場合は噴煙

高度を決めることがほとんどできなかった。 

  これは、大きな噴火の場合、噴煙柱より遥かに幅が大きい傘型領域か

らもたらされるために、噴煙柱の高さを調節するだけでは堆積物の分布

を説明できず、拡散係数を大きく動かす必要があるためである。実際、

経験的な方法で３６～２０㎞の噴煙高度があるエクアドル Pululagua
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火山の２４５０ＢＰ15噴火では、インバージョンにより９２、０００㎡/

ｓという異常に高い（弱い噴火では普通、数百㎡/ｓとしたとき良好な結

果を得られる）値を得ている。」（甲Ｄ４３９・１８４～１８５頁） 

  要するに、大規模噴火に Tephra2 を適用しようとすると、非現実的な

パラメータが返ってくる（インバージョン的な利用のため）ということ

であり、再現性に乏しくなってしまうのである。Tephra2 は本件のよう

な大規模噴火については適用外である。 

(ｷ) このような大きな不定性の存在にもかかわらず、Tephra2 によっ

て、「深刻な災害が万が一にも起こらないようにする」ための噴火想定

を行うことにどのような合理性があるのか、明確に示されない限り、そ

れを鵜呑みにすることは許されない。 

 

ウ 浜田信生氏による学会ポスター掲示 

(ｱ) 将来の大規模な噴火の降灰量予測には用いられないこと 

  Tephra2 の大規模噴火への利用に関しては、元気象庁の浜田信生氏が、

２０１７（平成２９）年５月に行われた地球惑星合同学会においてポス

ター掲示により公表した「原発立地の安全審査に関わる火山災害シミュ

レーションの問題点」で詳しく指摘している。 

  すなわち、浜田氏によれば、「Tephra2 は、噴火時の気象条件が不明

な、比較的小規模な過去の噴火を解析するために、噴煙が拡散降下する

過程を単純化した研究用のツールの一つであって、シミュレーションの

入力パラメター
マ マ

の設定は任意性が大きく、将来の大規模な噴火の降灰量

を評価予測するだけの精度、信頼度はない」という（甲Ｄ４４０・２頁）。 

 
15 ＢＰは、年代測定で年代を表す指標であり、Before Present、すなわち「現代から何年前」

を表すこともあるが、14Ｃ年代では、１９５０年を基点としているため、「１９５０年から何

年前」を意味することもある。 
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  浜田氏は、この問題について、以下の３つの問題を挙げている。 

 

ⅰ １つは、「大規模な濃度の高い噴煙に、はたして移流拡散モデルが

適用可能かという問題」である。移流拡散方程式の適用対象は、例え

ば大気汚染物質や黄砂などに代表される大気に含まれる希釈な物質で

あり、大気の性質にまで影響を与えるような濃い物質ではない、とい

う。そして、大規模な噴火によって大気中に供給される大量の火山灰、

火山ガス、熱等は、大気場そのものに影響を与えるものであるところ、

ＶＥＩ５以上のような大規模な噴火については、その影響がほとんど

解明されておらず、適用が困難だというのである。 

  本件で問題となるのは、ＶＥＩ５どころか、ＶＥＩ６にもなる巨大

噴火であり、明らかに移流拡散モデルの適用対象外である。 

ⅱ 浜田氏が挙げる問題の２つ目は、Tephra2 が、火山灰の移流拡散に

ついて「大幅に単純化した物理過程を用いていること」である。とり

わけ、現実の気象場としては、水平方向の擾乱乱流16や、山岳波（重力

波）の影響により、上下方向の擾乱があり、これらは Tephra2 に反映

されていない。また、萬年論文でも指摘されるとおり、大規模噴火に

伴う傘型噴煙が考慮されていない。 

ⅲ ３つ目は、「降灰を予測する上で必要な気象条件、噴出物の量や粒

度分布などの入力パラメター
マ マ

の推定と設定」である。 

  本件もそうであるが、事業者の降灰シミュレーションでは、多くの

場合、影響の大きいと考えられる風向が卓越する月の平均的な風向風

速を条件として与えているところ、平均化した分布によるシミュレー

ションでは、最悪シナリオのハザードを評価したことにならない、と

 
16 大気が乱れる現象を、気象学で「擾乱」という。「乱流」とは、水や空気などの流体が、

時間的、空間的に不規則に変動する流れの運動をいう。 
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いう。 

 

(ｲ) 原規委の抱える矛盾 

  これらの問題に加え、浜田氏は、原規委の審査に臨む姿勢が抱える問

題も指摘している。すなわち、Tephra2 と同じく移流拡散モデルに基づ

くシステムであった「緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム」、

いわゆる「SPEEDI」について、原規委は、２０１４（平成２６）年１

０月８日、信頼度が不十分として、原発事故の際の住民避難のための情

報として利用しない方針を示したのである。 

  浜田氏は、放射能漏れによって大気中に放出されることが予想される

放射性物質について、物理的性質、濃度、空間的広がりのいずれをとっ

ても、火山灰と比較すれば移流拡散モデルの適用に適した物質であるの

に対し、Tephra2 を利用した火山灰の拡散予測は、妥当性の検証が困難

な入力パラメータによる、現象を単純化した仮想のシミュレーションで

あるから、SPEEDI を信頼しないのに、Tephra2 を信頼するというのは

矛盾である、というのである（甲Ｄ４４０・２～３頁）。 

 

(ｳ) 事業者及び原規委の評価は科学とは無縁の粉飾の技術であること 

  浜田氏は、ポスターの最後を、次のように締めくくっている。 

  「指摘した審査資料の問題は、少なくとも理学とか工学とかの次元の

問題とは言えないだろう。工学的割り切りの結果とも思えず、科学とは
、、、、

無縁の粉飾の技術というにふさわしいものではないだろうか
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

。このよう

な審査資料の作成に、学会関係者が関与している、或いは関与せざるを

得ないという状況が、現実に存在するということは、学会全体の問題と

して考えるべきである」（甲Ｄ４４０・３頁） 

  なお、浜田氏の２０１７（平成２９）年の上記ポスター掲示について、
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その後、学会において何らの異論・反論もないが、これは多くの研究者

にとって特段の異論がないということにほかならない。 

 

⑷ Tephra2 と再現性‐圧密の不考慮 

ア Tephra2 の利用に関しては、被告国から、Tephra2 によって算出された

最大層厚が、最新の文献調査及び地質調査の結果等を踏まえて事業者によ

り設定された最大層厚の数値を再現できているかという観点からも確認し

ており、Tephra2 の技術的限界を踏まえず、その算出結果を無批判に受け

入れているものではない、などと反論されることがあるので、この点にも

予め反論しておく。 

  まず、そもそも電力事業者による Tephra2 の利用は、現在確認されてい

る各地点の層厚を踏まえ、これに適合するように各種のパラメータを設定

するもの（インバージョン的利用）であるから、再現性があるのは当然で

ある。前述のとおり、インバージョン的に利用することによって、非現実

的なパラメータが返ってくることもあり得るのであるから、単に層厚分布

が整合しているようにみえるというだけでは、実現象と比較して再現性が

あるということにならない。そのデータが信頼できるということには全く

ならない。 

イ また、より根本的な問題として、電力事業者や国が「再現できているか

という観点からも確認した」とするのは、文献調査及び地質調査の結果等、

すなわち、現在における
、、、、、、

層厚であって、降灰当時の
、、、、、

層厚ではない。 

  圧密については、準備書面（１７６）・第２の５項⑷でも述べたが（３

３頁以下）、堆積した降下火砕物について、その上に新たな地層が堆積す

るなど上層の荷重等の外力によって、降下火砕物層の間隙に存在する水や

空気を排出し、体積が減少することをいう（図表２６、図表２７）。 
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図表２６ 協同組合島根県土質技術研究センターのＨＰより抜粋17 

 

図表２７ 同前 

 

 
17 http://www.shimane.geonavi.net/shimane/atsumitsu.htm 
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  古儀君男『火山と原発』によれば、圧密の影響によって、層厚は堆積当

時の３分の２から半分程度になると指摘されており（甲Ｄ３４５・４１頁）、

現在の層厚が４０㎝であった場合、堆積当時には、６０～８０㎝程度の層

厚があった可能性もある。 

  Tephra2 によって算出した層厚が、実際の降灰現象を再現できているか

を確認するのであれば、この圧密を考慮した堆積当時の降灰量、層厚とを

比較しなければならないはずであるが、参加人も被告もこのような再現を

行っていない。 

  圧密を考慮せずに、現在の層厚との再現性を確認すると、実際の降灰現

象よりも過小評価になるのであり、明らかな誤りといえる。 

 

⑸ 再飛散を考慮していない点 

  「３．１の手法」や「３．２の手法」が前提とする Tephra2 によるシミ

ュレーションは、このように根本的に、大規模噴火に適用できないという重

大な問題を孕んでいるが、さらに、いずれも、「再飛散」現象を考慮してい

ないという問題もある。 

  「再飛散」とは、「一度地表面に沈着したテフラが、強風によって舞い上

がり再び大気中を浮遊する現象で、煙霧、黄砂、風塵、砂塵嵐などと同様の

大気塵象」である（甲Ｄ４４１・４１０頁）。 

  「再飛散が発生すると、視程（視距離）が低下して交通機関などへ影響を

及ぼすため、非噴火時であってもＶＡＡ18が発表されることがあ」るなどと

されている（甲Ｄ４４１・４１０頁）。原発事業者が当初依拠していた約３

〔㎎/㎥〕という気中降下火砕物濃度は、噴火から３週間以上経過した後の

再飛散値であったことが、これまでの原発訴訟の中で明らかになっている。

 
18 航空路火山灰情報（＝Volcanic Ash Advice）の略。 
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原発訴訟において住民側から指摘されるまで、原規委は、そのような初歩的

な問題をも見過ごして設置変更許可処分を行っていた。 

  これを考慮すれば、大気中濃度が大きくなる可能性はある。 

 

⑹ 不定性等を踏まえたうえで、なお保守的といえるか 

ア 以上のとおり、敷地における降下火砕物の気中濃度想定は、その推定手

法自体に大きな不定性が存在し、あるいは再飛散問題を考慮していないな

ど、保守的でない可能性が十分に存在する。そのため、判断の対象とされ

るべきは、火山ガイドが示すような保守性が、推定手法自体がもともと持

っている不定性や再飛散を考慮してもなお保守的といえるかであり、不定

性や再飛散を考慮して保守的といえないのであれば、そのような保守性の

考慮は不十分ということになる。 

  そうすると、重要なのは、不定性（及びそれによるばらつき）がどの程

度であるのか、再飛散によってどの程度の濃度上昇が考えられるのか及び

火山ガイドが示すような保守性がどの程度のものであるのかを定量化した

うえで、それらを比較し、不定性や再飛散等が保守性の範囲内に含まれる

ことを確認することである。 

  仮に、現在の科学技術水準によっては、不定性や保守性を定量化できな

いというのであれば、深刻な災害が万が一にも起こらないようにするとい

う法の趣旨に照らし、これを保守性と見ずに、不定性を踏まえて、複数の

合理的な推定手法を実施したうえで、その中で最も保守的な値を採用する

ことによって、少しでも保守性を確保するというのが、事故の発生の「防

止に最善かつ最大の努力をしなければならない」ことを義務付けられた原

規委の職務というべきである（原規委設置法１条）。 

イ しかるに、火山ガイドは、ⅰ粒径の大小に関わらず同時に降灰が起こる

と仮定するという保守性、ⅱ粒子の凝集を考慮しないという保守性及びⅲ
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影響が大きい観測値に基づく気象条件を設定しているという保守性につい

て、それがどの程度の保守性となるのか何ら検討することなく、また、推

定手法がもともと持っている不定性について、それがどの程度のものなの

か何ら検討することなく、安易にいずれか一方で足りると結論している。

降下火砕物検討チームにおいて、この点が議論された形跡もない。 

  したがって、気中降下火砕物の濃度推定手法に関する火山ガイドの定め

は、推定手法自体が持っている不定性や再飛散の問題等を保守的に考慮で

きていないにもかかわらず、次項で述べるとおり、「３．１の手法」又は

「３．２の手法」のいずれか一方を考慮すれば足りるとしている点で不合

理である。 

 

３ 「３．１の手法」及び「３．２の手法」は保守的なものとはいえないこと 

⑴ 降下火砕物検討チームにおける専門家等の発言 

  平成２９年火山ガイドは、降下火砕物検討チームでの結論を受けて改正さ

れたものであるが、その議論の中で、山元孝広氏は、１〔g/㎥〕という濃度に

ついて、「この程度の降灰濃度の噴火というのは非常に頻度の高い検証19で、

いとも簡単に超えてしまうようなものが多々あるだろうなと思わざるを得な

い」と発言している（甲Ｄ４２９・３７頁）。 

  また、第２回会合において、原規庁の専門職である安池由幸氏は、原規庁

の推定手法②及び③で示された「数〔g/㎥〕」という濃度（改正後火山ガイド

の「３．１の手法」及び「３．２の手法」に相当する）は、常識的な範囲で

の想定であると述べている（甲Ｄ２３８・２５頁）。 

  このように、「数〔g/㎥〕」という数値は、「いとも簡単に超えることも

多々あ」り、「常識的な範囲内での想定」であって、不定性を十分に見込ん

 
19 議事録上の誤記と思われる。実際には、「非常に頻度の高い現象」と発言している。 
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だ保守的なものではない。 

  また、前述したとおり、常識的に考えても、大規模な噴火が発生した場合

に、降下火砕物が、１ｍ四方の箱の中に数ｇ程度（せいぜい小さじ１杯分程

度）しか含まれないというのは考え難い。降灰が１㎜を超えるような場合に

は、視界不良を起こすことはよく知られている（図表２８）。 

 

図表２８ 降灰と視界との関係20 

 

⑵ 「３．１の手法」は保守的なものとはいえないこと 

ア 「３．１の手法」について、火山ガイドは、保守性の根拠として根拠ⅰ

及びⅱを挙げているが、それらは定量化されたものではなく、推定手法自

 
20 https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/qvaf_class.pdf 
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体が持っている不定性や再飛散等の問題を補い得るだけの保守性となって

いるかどうか何ら説明されていない。 

  このほか、根拠ⅱについて、粒子の凝集とは、散らばっていた粒子が凝

り固まることをいう。そもそも、図表１にあるように、降下火砕物の標準

的な粒径は２０００㎛（－１φ）から０．１㎛（約１３φ）まで見られ、

１２５㎛（３φ）を下回る大きさも非常に多く存在しているところ、凝集

は、新堀敏基・気象庁気象研究所火山研究部主任研究官（物理学博士）に

よれば、乾いた凝集体、火山豆石、泥雨などに分類されるようであるが、

「単独では地表まで到達しえない細粒火砕物の落下を促進するため、この

過程をＴＴＤＭ21に組み込むことは重要である」とされる（甲Ｄ４４１・

４０９頁）。 

  この記載からすれば、地表に到達し得ない微細火砕物が凝集によって地

表に到達することで、濃度が増加するという要因にもつながり得る。 

イ この点に関し、国や電力事業者から、４φ以下の粒子については、単独

で落下せず、凝集して降下するから、４φ以下の極めて細粒に偏った粒径

分布を用いて計算する理由はないと主張されることがある。 

  しかし、少なくとも本件では、図表２４のとおり、参加人も、４φ以下

の粒子についても、単独で降下することを前提として、終端速度を設定し

ている（６～７φで１．０×１０-2〔m/s〕）。仮に、４φ以下の粒子が

単独で落下できないのだとすれば、終端速度自体が観念できないはずであ

る。 

ウ 次に、文献等の記載を確認する。 

  まず、小倉義光『一般気象学』（第２版補訂版）によれば、半径１０㎛

の水滴が空気中を落下するときの終端速度は１．２〔㎝/s〕とされており、

 
21 Tephra Transport and Dispersion Model の略。移流拡散モデルを指す。 
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「火山噴火によって半径が１㎛やそれ以下の灰が成層圏に散布されると、

なかなか地上までは落下してこないことがわかる」と記されている（甲Ｄ

４４６・８９頁）。つまり、１㎛以下の微細粒子（約１０φ以下）につい

ては、単独で地表まで到達できない可能性があるが、それより大きい降下

火砕物は単独で地表に到達可能ということになる。 

  ただし、新堀敏基氏の論文では、凝集によって、単独では地表まで達し

えない細粒火山灰の落下が促進される、と指摘されており、凝集を考慮し

ない場合に比較して、地表まで降下する火山灰（とりわけ、濃度に影響を

与える微細粒子）の総量が増える可能性がある。 

エ 次に、凝集のメカニズムとして、「水の粘着力、凍結付着、静電気力な

どが考えられるが、まだよくわかっていない」とされているものの、「水

分を含んで湿っているという条件は必要らしい」という知見がある。凝集

に水分が必要なのだとすると、一度水分と結合して、あるいは水分を媒介

に凝集し、落下が促された粒子も、低層域で空気が乾燥していれば、水分

の蒸発等によって再び分離して細粒火山灰となり、大気中に長くとどまる

（濃度が濃くなる）ことも起こり得る。 

オ 浅間山の２００９（平成２１）年２月２日の噴火に関して、宮地直道ほ

かによれば、降下した噴出物中、直径６２㎛（約４φ）以下の粒子が占め

る割合は、南東５㎞地点で約１０％、東南東９㎞地点で約３０％であり、

南関東に降下した噴出物について、分布軸を挟み東側では直径６２㎛以下

の細粒分の占める割合が３０％であるのに対し、西側では９０％とされて

いる（甲Ｄ４４７）。 

  実際の噴火では、このように、４φ以下の粒子が相当量降灰するのであ

る。 

  また、凝集に関しては、東京西部で、１０時から１７時の間に凝集粒子

の降灰が確認されている、とされており、それ以外の場所、時間では凝集
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が確認されていない（つまり、単独で降下した可能性が存在する）。 

カ さらに、第５の１項⑴で述べたとおり、ヘイマランド観測値やヤキマ観

測値は、ＰＭ１０（１０㎛以下の微細粒子）の観測値とされているとこ

ろ、これは地表付近で１０㎛（約６～７φ）以下の微細粒子が確認されて

いることを示している。 

キ このように、凝集については、それが濃度を大きくする方向で働く可能

性も十分に存在するにもかかわらず、火山ガイドは、凝集を考慮しないこ

とによってどの程度濃度が小さくなるのか何ら検討・定量化しないまま、

凝集を考慮しないことが「保守的」であると決めつけている。 

  考慮すべき事項について考慮が尽くされていないのであって、火山ガイ

ドのいう根拠ⅱは不合理である。 

  根拠ⅰについても、それによってどの程度濃度が小さくなるのかの検討

は尽くされておらず、同様に、保守性とみるべきではない。 

 

⑶ 「３．２の手法」は保守的なものとはいえないこと 

ア 次に、「３．２の手法」について、火山ガイドは、前記ⅲの保守性を挙

げている。 

  しかし、「原子力発電所への影響が大きい観測値に基づく気象条件」と

いうものが具体的にどのようなものであるのか明らかではない。降灰シミ

ュレーション等においてしばしば見受けられるのは、基本ケースとして、

各月の平均風力・風向を用い、原子力発電所への影響が最も大きくなる月

の平均値を用いてシミュレーションを行う、不確かさの考慮（保守性）と

して敷地方向に吹く仮想風を想定するというものである。 

  風向は、「風見鶏」という言葉があるほど、変わりやすいものの代名詞

であり、月別平均値を基本ケースとすること自体が不合理である。 

イ 図表２９は、川内原発に関する裁判において、住民らが専門家に作成を
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依頼した、鹿児島地域における２０１１（平成２３）年から２０１６（平

成２８）年まで８月分の風向、風速、風ベクトル（高度３０００ｍ～６０

００ｍ）の分布を表した図である。 

 

図表２９ 鹿児島地域における風向、風速、風ベクトルの分布 

 

  これを見れば、８月の風向が、ほとんど全方向にばらつき、西風と東風

が現れる機会がほぼ半ばしていることが分かる。 

  訴外九州電力は、これを平均して、やや西風が優位し、東風は吹かない

かのような数値でシミュレーションを行っているが、これが誤りであるこ

とは明らかであろう。 

  このように、本来、敷地方向に風が吹くと仮定して層厚を想定すること

は不確かさの考慮（保守性）として行うものではなく、基本ケースとして

当然に考慮すべきものである。 

  しかし、原規委は、このようなものも「保守的」と呼んでいる可能性が
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ある。どのような要素について、どのような意味で、どの程度の保守性が

見込まれるのか、具体化、定量化されない限り、保守的な値と考えるべき

ではない。 

 

４ いずれか一方を採用するという基準は不合理であること 

⑴ これまでほとんど全ての事業者が「３．１の手法」を採用していること 

ア 以上のように、気中降下火砕物の濃度推定手法に関する火山ガイドの定

めは、「３．１の手法」も「３．２の手法」も、「いずれの推定値も実際

の降灰現象と比較して保守的な値」であるから「いずれかの手法により気

中降下火砕物濃度を推定す」ればよいとしている点で不合理である。 

  しかし、これは、推定手法自体が持っている不定性や再飛散の問題等を

保守的に考慮できておらず、実際の降灰現象と比較して保守的な値になっ

ているとは限らない。 

  推定手法自体が持っている不定性等に照らせば、せめて、複数の合理的

な推定手法を実施したうえで、その中で最も保守的な値を採用することに

よって、少しでも保守性を確保すべきであり、少なくとも「３．１の手

法」と「３．２の手法」のいずれをも行った上で、保守的な方を採用す

る、という基準になっていなければならない。 

イ ところで、平成２９年火山ガイド改正後、玄海原発、川内原発など、再

稼働済だった原発において改正に合わせた見直しがなされた。その中で

は、少なくとも原告らが知る限り、全ての原発において「３．１の手法」

に従った見直しがなされている。 

  本件でも、甲Ｄ４３８号証を見る限り、降灰継続時間を２４時間と仮定

していることから、「３．１の手法」に従って火山灰濃度が推定している

ものと考えられる。 
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⑵ 「３．２の手法」の方が値が大きくなり得ること 

  しかし、もともと、「３．１の手法」は、「３．２の手法」と比較して、

小さな値が出る推定手法である可能性がある。 

  降下火砕物検討チームの第２回会合で示された「気中降下火砕物濃度の推

定の考え方（案）（追記版）」によれば、前述のとおり、堆積量１５㎝とい

う前提で、「３．１の手法」（推定手法②）では、降灰継続時間が２４時間

の場合の平均濃度は２～４〔g/㎥〕とされているが、「３．２の手法」（推

定手法③）では、降灰継続時間が２４時間の場合、４～５〔g/㎥〕となる

（図表３０）。 

 

図表３０ 甲Ｄ４４２・１５頁図（ｂ）に加筆 

 

  また、準備書面（２０３）で述べるとおり、少なくとも「３．１の手法」

には、濃度を小さく算出するための「ごまかし」が存在し、そのために、意

図的に小さい値となるようにパラメータの操作を行うことができる。 

  結果として、「３．２の手法」と比較して、小さい推定値を導き出すこと
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が可能なのである。 

 

⑶ 一方だけを考慮すれば足りるとするのは不合理であること 

ア このように、「３．１の手法」は、「３．２の手法」で算出した値より

も小さくなる可能性がある。 

  例えば、「３．１の手法」によって、３〔g/㎥〕と算出されたとする。

これに、推定手法の不定性はいったん捨象して、火山ガイドのいう保守性

が、１割程度だった場合、実際の火山灰濃度は２．７〔g/㎥〕になると計

算される。 

  これに対し、「３．２の手法」で５〔g/㎥〕と算出されたとすると、同

じく火山ガイドのいう保守性が１割だったとしても、実際の火山灰濃度は

４．５〔g/㎥〕になると計算される。 

  そうすると、「３．２の手法」で保守性を除いた４．５〔g/㎥〕は、

「３．１の手法」で保守性を見込んだ３〔g/㎥〕よりも大きくなるため、

「３．１の手法」ではカバーしきれない。保守性があるからいずれか一方

で足りるという火山ガイドの説明は、論理的にも不合理ということが分か

る。「３．２の手法」でどれくらいの数値になるのか、手法が持っている

不定性がどの程度なのか、火山ガイドのいう保守性が定量的にどの程度な

のかが分からなければ、軽々に「保守的だ」などということはできないは

ずである。 

イ また、準備書面（１８３）（科学技術社会論）で述べたとおり、「３．

１の手法」と「３．２の手法」のいずれか一方で足りるという考え方と、

両方を考慮しなければならないという考え方は、科学的にいずれが正しい

かという科学的妥当性の問題ではない。法解釈として、いずれが採用され

るべきか（どこに安全の線引きをするか）という社会的妥当性（法的妥当

性）の問題である。 
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  そして、法解釈として、「万が一にも深刻な災害が起こらないようにす

る」という炉規法の趣旨に照らせば、原規委自身も不定性が大きいことを

認めている以上、いずれも考慮したうえで保守的な値を採用するというの

が正しい法解釈（社会的妥当性）である。そのような解釈が、原規委に最

善かつ最大の努力義務を課した原規委設置法１条の趣旨にも合致する。 

  結果が小さくなる推定手法のみに依拠することは不合理である。 

 

５ 降下火砕物検討チームにおける専門家の意見を捻じ曲げていること 

⑴ 平成２９年改正には専門家意見が正しく反映されていないこと 

  東海第二原発差止訴訟において、電力事業者である日本原電は、本件と同

様の住民側の主張に対し、２０１７（平成２９）年の火山ガイド改正が、あ

たかも、学識経験者等の専門技術的知見に基づく意見等を踏まえて、公開の

議論の下、適正な手続を経てなされたものであるかのように主張していた。

しかし、前記１の経緯をみれば明らかなように、これは事実と全く異なる。 

  平成２９年火山ガイド改正は、第５の１項で述べたとおり、２０１７（平

成２９）年３月２９日、同年５月１５日及び同年６月２２日の３回の検討チ

ームでの議論を経て、同年７月１９日の第２５回原規委会合において結果が

示され、１１月の改正に至っている。 

  この過程のうち、外部専門家が関与したのは、降下火砕物検討チームの第

１回会合（３月）と第２回会合（５月）のみであった（議事録から確認でき

る。甲Ｄ４２９、甲Ｄ２３８及び甲Ｄ４３０）。専門家の意見は、第２回会

合資料から次第に歪められ、７月の原規委会合において、矮小化されたもの

になってしまった。 

  以下、その詳細を述べる。 
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⑵ 降下火砕物検討チームにおける資料の記載 

ア 降下火砕物検討チームの第１回会合以降、「気中降下火砕物に係る規制

の考え方」の原案が示され、その内容について検討されてきたが、当初は、

「３．１の手法」に相当する手法②と、「３．２の手法」に相当する手法

③のいずれも大きな不確実さを含んでおり、いずれをも考慮することが念

頭に置かれていた（甲Ｄ４４５・１２頁、甲Ｄ４４２・１７頁）。 

  第３回会合資料２では、「規制上の位置づけ及び考え方」として、「手

法②及び
、、

手法③による推定値を考慮」するとされ（甲Ｄ４４４・２枚目）、

気中濃度の推定手法における「参考濃度の設定」の項目でも、「手法②～
、、、、

③
、
による推定値を考慮し、フィルタ交換等による機能維持を評価するため

の気中降下火砕物濃度及び継続時間を、総合的、工学的判断により参考濃

度を設定する」などとされていた（甲Ｄ４４４・６枚目）。明らかに両方

の手法を併せて考慮することを要求するかのような記載である。 

  実質的にも、それぞれの手法について不確実性が大きいからこそ、様々

な手法で検討を行い、その中から妥当な濃度を設定するのが、深刻な災害

を起こさないようにするべき原発の安全評価として妥当である。 

イ 他方で、第２回会合の時点から、上記のような記載と並んで、「手法②

又は手法③のいずれかの手法により気中降下火砕物濃度を推定する」とい

う記載も見られ、「気中降下火砕物に係る規制の考え方」にもそのような

記載が見られる（甲Ｄ４４３・２頁、甲Ｄ４４４・３頁）。いわば、両論

が併記されているような形になっていた。 

ウ そして、２０１７（平成２９）年７月１９日の原規委会合では、両方の

手法を考慮する旨の記載はなくなり、完全にいずれか一方を考慮すればよ

いこととされていたのである（甲Ｄ２３７・４頁）。 

  しかし、これは学識経験者の議論を踏まえて記載されたものではなく、

事務方である原規庁が学識経験者の意図を踏まえずに盛り込んだものであ
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る。むしろ、学識経験者である山元氏や石峯氏は、推定手法の不確実性を

踏まえ、より適切な推定手法を検討すべきことを意図していたことがうか

がえる。 

 

⑶ 降下火砕物検討チームにおける専門家の発言 

ア 降下火砕物検討チームに参加した外部専門家からは、第１回及び第２回

の会合を通じ、少なくとも、いずれか一方を考慮すればよいという発言は

なされていない（甲Ｄ４２９及び甲Ｄ２３８）。 

イ むしろ、第２回会合においては、専門家として招かれた鹿児島大学・特

任助教である石峯康浩氏と産総研の山元孝広氏から、このような考え方と

は相容れない考えが示されている。 

  まず、山元氏は、第１回会合において気中降下火砕物濃度の推定手法に

関する検討が中途半端に終わってしまったことを踏まえ、図表３１のとお

り、記録の残っている火山の実測値に基づいて、濃度がどのような数値に

なるのかを検証すべきことを強く指摘している。そして、そういった実測

値から導かれる数値（「３．１の手法」に基づく数値と考えられる）と、

シミュレーションによって得られた数値（「３．２の手法」に基づく数値

と考えられる）とを比較して、１つでもいいから、具体的な数値を確認す

べきだということを強調している（甲Ｄ２３８・２５～２７頁）。 

  要するに、山元氏としては、そもそもが、「３．１の手法」と「３．２

の手法」について、仮定的な保守性の話をすること自体を批判しているの

であり、しっかりとした検証を行うべきこと、特に、実際の記録と、シミ

ュレーション結果とを比較検討すべき
、、、、、、、

ことを指摘しているのであって、原

規庁は、このような山元氏の見解を無視し、実例の参照やシミュレーショ

ン結果との比較・検証も行わず、わずか３回で検討チームを終わらせたの

である。 
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図表３１ 甲Ｄ２３８・２５～２６頁 

 

ウ 石峯氏は、第２回会合において、数値シミュレーションの限界について

指摘している。 

  原規庁は、気中濃度の試算において、一番小さい粒径で０．２５㎜とし

て計算しているところ、「計算に用いた粒径が比較的大きな粒径を使って
、、、、、、、、、、、、

いる
、、

ので、それだと、先ほどの電力会社さん等は大きいものは終端速度で

落ちるので吸気されないという、そこと整合性がうまく取れているのかと

いうところをちょっと疑問に思った」と述べている（甲Ｄ２３８・３１頁）。 
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  要するに、０．２５㎜という粒径が最小となるような設定は、火山灰の

粒径分布としては大きすぎ、適切な評価ができないのではないかと指摘し

ているのである。 

  また、「終端速度で落ちてくるものを考えているので、乱流混合しなが

らサスペンジョン22の状態になってもあまりシミュレーションそのものに

含まれて、そこの降下がうまく入っていないものが多いんじゃないか」と、

火砕物が降下する実現象、すなわち、終端速度で素直に落下するだけでは

なく、乱流を生じながら落下することをシミュレーションが捉えられない

ことの問題を指摘している（甲Ｄ２３８・３１頁）。 

  この石峯氏の指摘についても、原規庁はこれを規制に反映させていない。 

エ このように、降下火砕物検討チームにおける結論は、２名の専門家の意

見を聞いていながら、その意見を適切に規制に反映させず、むしろ捻じ曲

げている。 

  平成２９年改正火山ガイドの規定が、降下火砕物の影響評価に関する検

討チームにおける議論を踏まえたものとは到底いえない。 

  なお、この点に関して、東海第二原発に関する水戸地裁２０２１（令和

３）年３月１８日判決は、降下火砕物検討チームの検討を踏まえてまとめ

られた「気中降下火砕物に係る規制の考え方」では、②又は③の手法（※

火山ガイドでいう「３．１の手法」と「３．２の手法」）による推定値を

考慮することとしており、「降下火砕物検討チームにおいて両手法を求め

ることを前提とした議論は見当たらない」と判示し、この点について火山

ガイドの不合理性を認めなかったが、上記のとおり、外部専門家は、両手

法をいずれも考慮したり、実測値との比較検証をしたりして不確実性を排

除するための努力をすべきことを指摘しているのであり、少なくとも保守

 
22 suspension とは、懸濁液、すなわち、微細粒子が液体中に分散した状態をいうが、ここで

は空気中に微細粒子が激しく乱れて移動する状態をいうと考えられる。 
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性を理由に両手法を選択的に利用できるという議論こそ見当たらない。「両

手法を求めることを前提とした議論は見当たらない」という点が事実誤認

であることは明白である。この点については、水戸地裁判決を踏襲しては

ならない。 

 

６ まとめ 

  以上のとおり、火山ガイドの気中降下火砕物濃度の推定手法に関する定め

は、推定手法自体に不定性が大きく、再飛散値の不考慮など非保守的な要素が

存在するため、少なくとも、いずれも用いたうえで、より保守的な値を採用す

べきであるにもかかわらず、「３．１の手法」と「３．２の手法」のいずれか

一方だけを用いて推定すれば足りることとされている点で不合理である（争点

Ⅲ②）。 

以上 


